
蓮田市まち・ひと・しごと創生総合戦略における
基本目標及びKPIの達成度の推移（（再掲）を除く）

-
E
D
C
B
A

5

合計

平成28年度 平成29年度 平成30年度
11 17 26
1 2
6 9 4
4 5 7

59 59 59

30 22 15
7 4 2

蓮田市まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート 

及び 

地方創生関連交付金事業評価シート 

達成度は、以下の基準によりA～Eで評価しています。 
 

現状値が目標値に対して基準値から、 

・100％以上達成している…「A」 

・75～99％達成している…「B」 

・50～74％達成している…「C」 

・25～49％達成している…「D」 

・ 0～24％達成している、または基準値を下回っている…「E」 

・未着手の事業や達成度の把握ができていない事業…「-」 

資料３ 



〇数値目標の達成状況

基本目標１　新たな産業、多様な雇用を創出する

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1
市内事業所従業者
数の増

政策調
整課

H22年
10月1日

19,509人
H32年
10月1日

19,800人
H27年
10月1日

20,137人 A 国勢調査による

基本目標２　新しいひとの流れをつくる

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1 転入人口の増
政策調
整課

H26年
4月1日

2,338人/
年度

H31年
4月1日

2,400人/
年度

H30年
4月1日

2,360人/
年度

D 政策調整課による

基本目標３　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1 出生数の増
政策調
整課

H26年
4月1日

406人/
年度

H31年
4月1日

450人/
年度

H30年
4月1日

421人/
年度

D 政策調整課による

基本目標４　
時代に合った地域をつくり、健康で安心・安全なくらしを守る

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1
65歳健康寿命の延
伸（男性）

政策調
整課

H24年 17.29歳 H31年 17.97歳 H27年 17.74歳 C
「統計からみた埼玉県
市町村のすがた2018」

2
65歳健康寿命の延
伸（女性）

政策調
整課

H24年 20.02歳 H31年 20.46歳 H27年 20.37歳 B
「統計からみた埼玉県
市町村のすがた2018」

現状値
達成度 算出方法等№ 内容 担当課

基準値 目標値

算出方法等

№ 内容 担当課
基準値 目標値 現状値

達成度 算出方法等

№ 内容 担当課
基準値 目標値 現状値

達成度

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

№ 内容 担当課
基準値 目標値 現状値

達成度 算出方法等

1



１　新たな産業、多様な雇用を創出する

①　新たな雇用と就労機会の促進・創出

事業名 担当課

1 創業支援事業 商工課

農政課

商工課

都市計
画課

道路課

都市計
画課

　蓮田市都市計画マスタープラ
ンに位置付けた「新蓮田サービ
スエリア周辺ゾーン」の土地利
用方針に基づいた土地利用誘導
を図ります。

　引き続き関係機関等と調整を
図り、蓮田サービスエリア（新
上り線）周辺道路の安全対策に
ついて協議及び整備を行いま
す。

　蓮田スマートインターチェン
ジのフルインター化に向け、準
備会における検討を進め、早期
の事業化を目指します。

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）

　蓮田サービスエリア（新上り
線）内の商業施設への地場産野
菜納入に向けて、引続きネクス
コ東日本、商工会等の関係団体
と情報交換や協議を行います。

・平成31年3月8日（金）に開催
を予定している「女性のための
プチ起業はじめ方セミナー」に
向けての準備を行います。
・商工会が近隣市町と共同で開
催している創業塾を引き続き開
催します。
・女性や若者を対象とした創業
支援セミナーを開催します。

・蓮田サービスエリア（新上り
線）のオープン時に記念イベン
トを実施できるようネクスコ東
日本と協議を行います。
・蓮田サービスエリア（新上り
線）での地域活性化施設につい
ても引き続き関係団体と協議を
行っていきます。

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

・蓮田市商工会と5回、ネクスコ
東日本と蓮田サービスエリア（新
上り線）の商業施設に関する打合
せを3回行いました。
・新蓮田SA農産物納入準備会を立
ち上げ、具体的な納入方法などに
ついての検討会を9回行いまし
た。

　蓮田サービスエリア（新上り
線）の早期整備に向け、ネクスコ
東日本と庁内関係各課（建築指導
課、道路課、水道課、下水道課、
農政課、商工課等）にて会議を行
うなどの調整を行いました。

　蓮田サービスエリア（新上り
線）建設の進捗状況や蓮田サービ
スエリア改築計画についてネクス
コに確認するとともに、蓮田サー
ビスエリア（新上り線）側道部の
安全対策について協議を実施しま
した。

・蓮田スマートインターチェンジ
のフルインター化に向け、平成30
年2月、3月、10月に準備会を開催
しました。また、平成30年3月に
は地元説明会、7月には国への要
望活動を行いました。
・平成30年3月に埼玉県と「蓮田
スマートインターチェンジのフル
インター化に伴う一般県道蓮田白
岡久喜線の整備に関する覚書」を
締結しました。

・平成28年に国の認定を受けた創
業支援計画について変更認定申請
を行い創業支援体制の充実を図り
ました。
・創業支援計画において認定連携
創業支援事業者に指定している商
工会により近隣市町と共同で6月
から7月にかけて創業塾を開催し
ました。

・平成30年9月1日（土）に蓮田
サービスエリア（上り線）におい
て、「はすだ特産品フェア」を開
催し、特産品の販売・PRを行いま
した。
・蓮田サービスエリア（新上り
線）の地域活性化施設について関
係団体と協議を行いました。

№

関係機関と連携し創業当初の支援
を行うほか、働く意欲のある女性
や若者等に対し、創業支援セミ
ナーを開催します。
また、ハローワーク等を利用しや
すいようにホームページ等での周
知方法を改善します。

内容

■ＰＬＡＮ（総合戦略）

蓮田サービスエリア（新上り線）
の整備（下り線の再整備を含む）
にあわせ、ネクスコ東日本と連携
し、地域活性化事業を進めるとと
もに、農産物直売所等地域活性化
施設を整備します。

ネクスコ東日本の蓮田サービスエ
リア(新上り線)建設事業及び蓮田
サービスエリア改築計画にあわ
せ、現在ハーフインター(2/4方
向)で運用している蓮田スマート
インターチェンジのフルインター
(4/4方向)化を進め周辺市道の整
備を行います。

基 本 目 標

施 策

新サービスエ
リア整備事業

2

スマートＩＣ
整備推進事業

3

2



事業名 担当課

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

№
内容

■ＰＬＡＮ（総合戦略）

商工課

産業団
地整備
課

建築指
導課

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1

創業支援事業によ
る本市内での起業
数

商工課 H27年度末 0件 H31年度末
10件

(累積数)
H29年度

28件
(累積数)

A
商工会からの情報提供
による

2
女性の就業率（30
～39歳）の向上

商工課
庶務課

H22年
10月1日

60.4％
H32年

10月1日
60.4％
以上

H27年
10月1日

65.2％ A 国勢調査による

担当課内容

・根金地域では、既に協議完了
した開発案件2件が開発工事に順
次着手の予定であり、相談中案
件につきましても、協議締結に
向けて調整を行います。
・高虫地域では、設立準備会と
事業協力予定者の選定準備を進
め、確定した整備区域の地形・
地区界測量を実施します。

　生産性向上特別措置法に基づく
「導入促進基本計画」を策定し、
平成30年6月に国の同意を得まし
た。先端設備等を導入する中小企
業者が固定資産税の特例を受けら
れる体制を整備し、4件の申請が
ありました。

　根金地域において平成27年10月
2日に策定した流通業務施設等の
建設を可能とする区域指定制度を
活用し、新たに3地区を指定しま
した。
（平成30年11月30日現在　計5地
区）

現状値
算出方法等

基準値
達成度

　今後も引き続き流通業務施設
等の建設を可能とする区域指定
制度を適用します。

・関係部署と連携し、立地希望
企業に用地情報を提供できるよ
う情報の収集に努めます。
・また、県が開催する「県・市
町村企業誘致連絡会議幹事会」
に参加し、企業誘致に関する情
報収集に努めます。

目標値

・根金地域では、民間企業から開
発面積約50,000㎡の立地相談を受
け、総合窓口として、立地の調整
を進めています。
・高虫地域では、埋蔵文化財包蔵
地の試掘調査や都市計画と農林漁
業との調整措置に関する資料作成
を継続して行いました。また、高
虫西部地区土地区画整理事業設立
準備会が発足しました。

4 企業誘致

根金地域において、土地利用及び
企業立地の推進を図ります。ま
た、高虫地域においては、産業団
地を整備するために、助成制度を
検討し、関係機関と調整を行いま
す。

3



１　新たな産業、多様な雇用を創出する

②　地場産業の振興

事業名 担当課

5

ふるさと納税
記念品贈呈事
業

政策調
整課

6
商業団体活性
化推進事業

商工課

農政課

商工課

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

基 本 目 標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

蓮田市の地場産品を記念品として
贈呈しているふるさと納税記念品
贈呈事業を活用し、記念品目や寄
附件数を増やすことで、地場産業
の活性化を図ります。

・体験型返礼品として、清龍酒造
による酒蔵見学（1人用、2人用、
3人用）を追加しました。
・「平成30年7月豪雨」で被災さ
れた広島県三原市への「ふるさと
納税災害支援寄附金」の代理寄附
受付窓口を平成30年7月13日から
11月末日までの約4か月間設置し
ました。集まった寄附金（703
件、14,778,018円）は全て三原市
へ送金しました。
・長野県松川町との相互協力によ
り、さんさんファーム（黒豚しゃ
ぶしゃぶセット）を返礼品に追加
しましたが、総務省から、姉妹都
市であっても地場産品以外の返礼
品は見直しするようにとの要請が
あり、平成30年10月31日をもって
取扱いを終了しました。

・3市（蓮田、上尾、白岡）を
周遊する体験型返礼品につい
て実用化に向けて検討してい
きます。
・新たな地元事業者への協力
を仰ぎ、記念品の拡充を図り
ます。
・市外でのPRを続けていくこ
とで、寄附件数の増加を目指
します。
・国の動向を注視しながら、
これまで通り、適正にふるさ
と納税制度を活用していきま
す。

雅楽谷の森フェスティバルをはじ
め、商業団体や商店街が自主的に
取り組む事業を積極的に支援し、
まちの活力やイメージアップ向上
につなげます。

・雅楽谷の森フェスティバル実行
委員会、商業協同組合、東口商店
会が実施する各事業に対し補助金
を交付しました。
・雅楽谷の森フェスティバルは10
周年の記念イベントを行い例年以
上の盛り上がりを見せました。

・引き続き商業団体や商店街
が自主的に取り組む事業を積
極的に支援し、まちの活力や
イメージアップにつなげてい
きます。

7
農産物の地産
地消の推進

地元農産物の販売拡大とPRを図る
ため、一般市民や親子を対象とし
た農産物加工講習会を開催しま
す。
また、農業体験事業、学校給食へ
の地元野菜の納入に対して支援を
行うほか、生産者直売を支援しま
す。

・蓮田産の米と大豆を使ってみそ
作り講習会を支援しました。
・学校給食への食材納入（はなみ
ずきみそ、野菜等）を支援してい
ます。
・蓮田南中・黒浜中・黒浜南小の
3校の農業体験（田植え・稲刈
り）の支援を行いました。

　今後も農産物加工講習会等
の開催、学校給食への食材納
入に対する支援等を行い、地
産地消の取組を推進します。

・平成30年8月3日（金）に親子
クッキング教室を実施し、料理体
験だけでなく地産地消の大切さを
伝えました。
・平成30年3月31日（土）の商工
祭さくらまつり、5月13日（日）
の水辺ウォーク、8月18日（土）
の市民まつり、10月28日（日）の
やさしさいきいきフェスティバ
ル、11月23日（金・祝）の農業ま
つりで「産地直売朝市推進委員
会」が地元農産物の販売を行い、
販売支援をしました。

・平成31年2月2日（土）にハ
ストピアで福島県の農家等を
招き「福島の今を語る」と題
した講演会を行い、地産地消
の取組等についての講演を予
定しています。
・引き続き市内で開催される
イベントにおいて地元農産物
の販売支援を行います。
・地産地消の推進に向け啓発
活動を行っていきます。

4



事業名 担当課
№

■ＰＬＡＮ（総合戦略）
■ＤＯ

（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

農政課

商工課

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1
ふるさと納税記念
品目の増

政策調
整課

H27年度末 23品目 H31年度末 50品目
H30年

12月1日
29品目 E 政策調整課による

2

雅楽谷の森フェス
ティバル来場者数
の増

商工課
H27年

11月3日
19,000人/

日
H31年

11月3日
20,000人/

日
H30年

11月3日
約20,000
人/日

A
実行委員会の発表に
よる

3
農産物加工講習会
参加者数の増

農政課 H26年度 30人/年度 H31年度 50人/年度 H29年度 50人/年度 A 農政課による

4
特産品フェア来場
者数の増

商工課 H27年度 3,000人 H31年度 4,000人
H30年
9月1日

約3,500人 C 商工課による

8
特産品振興事
業

梨農家の担い手募集や手放す予定
の梨畑のあっせんなどに取り組み
ます。また、小学生の「梨」選果
場見学会や蓮田サービスエリアで
の特産品フェアの開催により、蓮
田市の特産物である「梨」をはじ
め広く特産物の紹介を継続して実
施します。

・市内の小学3年生を対象に梨栽
培の歴史や選果機器の仕組みにつ
いて学び、梨の選果作業体験をし
てもらう見学会を開催しました。
・はすだ特産品フェアとして蓮田
サービスエリア（上り線）で梨の
試食販売を行い、事故なしキャン
ペーンと銘打って豊水500個を無
料配布しました。

　今後も見学会や特産品フェ
アを開催し農産物のPRを行い
ます。

・平成30年9月1日（土）に蓮田
サービスエリアで「はすだ特産品
フェア」を開催し、梨をはじめと
るする特産品の販売・PRを行いま
した。
・市内外で開催されるイベントに
参加し、市内の特産物のPRに努め
ました。
・平成30年6月に「蓮田ブランド
推進協議会」を発足し、蓮田ブラ
ンドの確立に向けた協議を開始し
ました。

・引き続き、イベント等にお
いて、特産物の紹介・PRを
行っていきます。
・蓮田ブランド協議会におい
て、蓮田を象徴する特産物の
確立に向けた協議を行いま
す。

達成度 算出方法等内容 担当課
基準値 目標値 現状値

5



１　新たな産業、多様な雇用を創出する

③　農業の支援

事業名 担当課

9

土地改良基盤
整備事業の推
進

農政課

10

環境にやさし
い農業への取
組

農政課

11
産業振興支援
事業

農政課

12
新規就農総合
支援事業

農政課

13 貸農園事業 農政課

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1
農地の集約面積の
拡大

農政課 H27年度 － H31年度
1経営体

あたり5ha
(累積数)

H30年11月
30日時点

- - 農政課による

2
特別栽培農産物生
産者数の増

農政課 H27年度 50人 H31年度
50人以上
(累積数)

H29年度
47人

(累積数)
E 農政課による

3
農業生産法人の参
入法人数の増

農政課 H26年度 4法人 H31年度
6法人

(累積数)
H30年11月
30日時点

4法人
(累積数)

E 農政課による

4
市内での新規就農
者数の増

農政課 H26年度 7人 H31年度
10人

(累積数)
H30年11月
30日時点

8人
(累積数)

D 農政課による

5
貸農園登録事業者
数

農政課 H27年度 0人 H31年度
60人

(累積数)
H30年11月
30日時点

0人 E 農政課による

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

基 本 目 標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

米の生産における省力化・低コス
ト化を図るため、農道、用排水の
整備及びほ場の大型化を進めま
す。

　平成30年3月にほ場整備事業
（埼玉型）閏戸地区の寄附採納に
係る説明会を開催し、4月に寄附
採納の一括調印会を開催して、寄
附採納手続きを開始しました。春
日部農林振興センターと蓮田市の
協議を4回開催し、組合役員会を4
回開催しました。7月に第101号及
び第102号ほ場整備工事を発注し
ました。

　平成31年度は、二期工事及び
寄附採納された土地の名義を埼
玉県から蓮田市に変更を行い、
「閏戸土地改良組合」及び埼玉
県と連携して、農地の集約を進
め、事業の早期完成を目指しま
す。

・廃プラスチック等2,410㎏の収
集処理事業に対して支援を行いま
した。
・米・梨の減農薬栽培など、環境
に配慮した事業に取り組む農業団
体の事業に対して支援を行いまし
た。

　引き続き地球環境に対する負
荷の軽減に寄与する事業の支援
を行っていきます。

内容 担当課
基準値 目標値

達成度 算出方法等

経営の不安定な就農初期段階の青
年就農者に対して、国の補助制度
の活用により、資金的援助及び各
地域の新たな担い手の就農・新規
参入に対する支援策を講じます。

耕耘、収穫等に係る高性能の農業
機械の購入及び設備投資等を実施
する農業団体等に対する支援を行
います。

安心・安全な農産物の生産と供給
のため、有機農産物栽培、廃プラ
スチック等の収集処理、米・梨・
野菜の減農薬栽培等の事業に対し
て支援を行います。

貸農園として農地を貸し出す農家
や民間事業者などと連携し、農地
の有効活用を図ります。また、蓮
田スマートインターチェンジを活
用することで、都市住民に週末農
園を提供します。

　1名の新規就農者に対し経営開
始型の給付金を支給しました。

　引き続き、新規就農者の発掘
や誘導を図り、県やＪＡと連携
し新規就農者への支援を行いま
す。

　市外からの利用も進めるため、
既存の市民農園の拡張として、川
島地内にある市民農園の調査設
計、借地契約を行いました。

　拡張工事と利用者に関する新
たなルールづくりを進めるとと
もに、貸農園事業を行う事業者
（農業者）の発掘を行ってまい
ります。

現状値

　農業機械や多目的防災網を購入
する農業団体（4団体）に対し費
用の一部を補助し、支援を行いま
した。

　引き続き、農業の近代化や老
朽設備の更新等に対する支援を
行います。
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１　新たな産業、多様な雇用を創出する

④　高齢者等の就業支援と雇用の拡大

事業名 担当課

14

精神障害者小
規模作業所等
運営支援

福祉課

15

シルバー人材
センター支援
事業

長寿支
援課

16
母子家庭等自
立支援事業

子ども
支援課

17

障がい者就労
支援センター
事業

社会福
祉協議
会

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1
一般就労する障が
い者数の増

福祉課 H24年度 25人/年度 H31年度 90人/年度 H29年度 74人/年度 B
蓮田市障がい者就労支
援センター事業実績に
よる

2

シルバー人材セン
ター延べ就業者数
の増

長寿支
援課

H26年度
59,267人
(延べ数)

H31年度
63,800人
(延べ数)

H29年度
57,718人
(延べ数)

E
シルバー人材センター
からの報告による

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

基 本 目 標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

精神障がい者の作業訓練や社会適
応訓練の場を提供することによ
り、積極的な施設利用を促し、社
会復帰の促進を図ります。

　かもめ作業所で作ったクッキー
等を保育園の夏まつりで販売した
ほか、毎月、市役所や企業へ出向
いて販売しています。久喜のふれ
あいセンター内の喫茶店の茶菓子
としても販売しています。

・適正に障害サービスの支給決
定を行うことで、利用者の適切
な施設利用を促していきます。
・焼き菓子製造だけでなく、
様々な訓練の機会創出の支援を
することで、社会復帰の促進を
図っていきます。

蓮田市シルバー人材センターが、
定年退職者等の労働能力を活用
し、自らの生きがいや社会参加へ
の就業機会の増大を図るために行
う事業や活力ある社会づくりに寄
与するために行う事業等に対して
支援を行います。

　シルバー人材センター事務所整
備基本計画を策定し、新事務所建
設について関係各課で調整を行い
ました。

　新事務所建設について調整を
行い、シルバー人材センター会
員の活動環境の整備を図ってい
きます。

就労を希望する障がいのあるかた
が、一人でも多く就労し、地域で
自立した生活を送ることができる
ようにするため、働くことへの支
援や、障がいのあるかたの雇用に
ついて考えている企業への支援を
行います。

　障がいのあるかたの働くことへ
の支援（①求職活動支援②職場実
習支援③職場定着支援）や障害の
あるかたを雇用する企業等への支
援を行いました。平成30年12月1
日現在、98名がセンターに登録し
支援を受けています。

　多くの障がいのあるかたが就
労し自立した生活を送れるよ
う、今後も継続して支援を行い
ます。

教育訓練講座を受講した母子家庭
または父子家庭に対し、教育訓練
給付金を支給します。
また、看護師等の養成機関で修業
した母子家庭または父子家庭に対
し、高等職業訓練促進給付金を支
給します。

　高等職業訓練促進給付金の対象
者は延べ8名で、適正に給付金を
支給しました。
　なお、教育訓練給付金の対象者
はいませんでした。

　引き続き、教育訓練給付金及
び高等職業訓練促進給付金を適
正に支給するとともに、制度の
周知を図っていきます。

達成度 算出方法等内容 担当課
基準値 目標値 現状値
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２　新しいひとの流れをつくる

①　蓮田市の魅力発見と発信

事業名 担当課

政策調
整課

広報広
聴課

広報広
聴課

商工課

政策調
整課

広報広
聴課

21

映画製作、
フィルム・コ
ミッション誘
致事業

商工課

関係機関と連携し、空き地・空き
家を含めた不動産などの住まいに
関する情報や子育て支援情報など
を発信する定住・子育て応援促進
サイトを導入し、流入人口・定住
人口の増加を図ります。

20

定住・子育て
応援促進サイ
ト導入事業

19

関係機関との協働により、フィル
ム・コミッションを誘致し、蓮田
市のシティプロモーションや映画
づくりにより蓮田市をPRすること
で、地域の活性化を図ります。

「はすぴぃ」
や「にゃんた
ぶぅ」を活用
したシティ
セールス推進
事業

関係機関と連携し、蓮田市マス
コットキャラクター「はすぴぃ」
を使った地元商品の販売を推進す
るほか、はすぴぃとはすだ広報大
使「にゃんたぶぅ」が本市をPRす
ることで、流入人口・定住人口の
増加につなげます。

・洋菓子のパッケージや診察券な
どへの「はすぴぃ」イラスト使用
申請が11件ありました。
・市内外のイベント等に「はす
ぴぃ」が82回登場しました。
・「にゃんたぶぅ」にはすだ広報
大使として広報はすだ取材などに
17回ご協力いただきました。

　平成31年2月24日（日）には短
編映画お披露目上映会およびス
ペシャルトークショーを実施し
ます。それに合わせ、ともに活
動してくれるメンバーを募集す
るためのイベントも行っていき
ます。

・市内外で行われるイベントに参
加し、はすぴぃグッズの販売と共
に市のPRを行いました。
・商工課が事務局となっている
「はすだ観光協会」が市を紹介す
るための「はすぴぃお散歩日記」
と題するVR動画を製作し、イベン
トで披露しました。

・引き続き、市内外ではすぴぃ
グッズの販売やVR動画の視聴を
行い、市のPRを行います。

　引き続き、蓮田市マスコット
キャラクター「はすぴぃ」やは
すだ広報大使「にゃんたぶぅ」
を活用したシティセールスを推
進していきます。

・本市に興味を持った方が本市
の不動産や仕事の情報を容易に
見られるように、定住・子育て
応援促進サイトのさらなる内容
充実を検討します。

　平成29年から公開している蓮田
市定住・子育て応援促進サイトの
アクセス数増加をめざし、投稿写
真の紹介などを行いました。

　蓮田市に興味を持ってもらえ
るよう、定住・子育て応援促進
サイトの内容充実に努め、市の
魅力を発信していきます。

・総務省の「全国移住ナビ」や一
般社団法人・移住交流推進機構の
「JOINニッポン移住交流ナビ」を
リンク先として設定し、本市に興
味のあるかたが、すぐに本市の不
動産情報にアクセスできるように
配慮しています。
・蓮田市定住促進サイトへのアク
セス数を増やすために、市外のイ
ベント時にPRを行いました。

　実行主体の「はすだFutureプロ
ジェクト」は、平成29年11月～平
成30年1月の3か月にわたる「はす
だ映画祭2017」を実施しました。
また、平成30年8月から本格的な
短編映画製作を開始し、10月には
市内を中心に映画撮影を行いまし
た。

内容

・田園都市づくり協議会の広報紙
相互掲載専門部会に参加する久喜
市、幸手市、宮代町、白岡市、杉
戸町と連携して各自治体のイベン
ト情報を提供しあい、広報紙に掲
載しました。（1月号、4月号、7
月号、10月号）
・3市（蓮田、久喜、白岡）連携
PRイベントにて蓮田NAViを配布し
ました。

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

基 本 目 標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）

18
近隣市町連携
事業

利根地域振興センターや利根管内
市町等と連携し、シティプロモー
ション事業等を行います。

・平成30年6月30日（土）のNACK5
スタジアム大宮でのサッカーの試
合での3市（蓮田、久喜、白岡）
連携PRイベントにて、蓮田NAViや
クーポン券付きチラシ等を来場者
に配布しました。
・平成30年12月22日（土）のJR大
宮駅コンコースでの3市連携PRイ
ベントにて、蓮田NAViの配布や、
蓮田市定住促進サイトへのアクセ
スを促す取組を行いました。

　引き続き近隣市町と連携し、
市外でのPRの機会を増やしてい
きます。

　今後もイベント情報の相互提
供及び広報紙への掲載や連携PR
イベントでの蓮田NAViの配布を
行い、さまざまなイベントを通
して市の魅力をPRし、発信して
いきます。
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事業名 担当課 内容
№

■ＰＬＡＮ（総合戦略）
■ＤＯ

（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）

広報広
聴課

税務課

5
(再)

ふるさと納税
記念品贈呈事
業

政策調
整課

7
(再)

農産物の地産
地消の推進

農政課

7
(再)

農産物の地産
地消の推進

商工課

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1

定住・子育て応援
促進サイトにおけ
る閲覧数

広報広
聴課

H27年度 0件 H31年度末
月平均
1,000件

H30年11月
30日時点

月平均
565件

C
Googleアナリティクス
による

2

蓮田市PR映画上映
会における延べ来
場者数

商工課 H27年度 0人 H31年度
1,000人
(延べ数)

H30年11月
30日時点

1,259名
(延べ数)

A
上映会等入場者数によ
る

内容 担当課

22

原付バイク
オリジナルナ
ンバープレー
ト交付事業

・平成31年2月2日（土）にハス
トピアで福島県の農家等を招き
「福島の今を語る」と題した講
演会を行い、地産地消の取組等
についての講演を予定していま
す。
・引き続き市内で開催されるイ
ベントにおいて地元農産物の販
売支援を行います。
・地産地消の推進に向け啓発活
動を行っていきます。

　今後は作成枚数2,000枚を全て
交付するまで、引き続きオリジ
ナルナンバープレートの交付を
行います。

目標値 現状値

・蓮田産の米と大豆を使ってみそ
作り講習会を支援しました。
・学校給食への食材納入（はなみ
ずきみそ、野菜等）を支援してい
ます。
・蓮田南中・黒浜中・黒浜南小の
3校の農業体験（田植え・稲刈
り）の支援を行いました。

　引き続き、オリジナルナン
バープレートのPRを行っていき
ます。

はすぴぃの図柄などを入れた市オ
リジナルナンバープレートを交付
することで、市のPRを行います。

　オリジナルナンバープレート交
付PRの検討を行いました。

地元農産物の販売拡大とＰＲを図
るため、一般市民や親子を対象と
した農産物加工講習会を開催する
ほか、農業体験事業、学校給食へ
の地元野菜の納入に対して支援を
行います。

基準値

蓮田市の地場産品を記念品として
贈呈しているふるさと納税記念品
贈呈事業を活用し、記念品目や寄
附件数を増やすことで、地場産業
の活性化を図ります。

達成度

・平成30年12月1日時点でオリジ
ナルナンバープレートを付けた車
両は420台あり、前年同日と比較
して164台増加しています。

算出方法等

・3市（蓮田、上尾、白岡）を周
遊する体験型返礼品について実
用化に向けて検討していきま
す。
・新たな地元事業者への協力を
仰ぎ、記念品の拡充を図りま
す。
・市外でのPRを続けていくこと
で、寄附件数の増加を目指しま
す。
・国の動向を注視しながら、こ
れまで通り、適正にふるさと納
税制度を活用していきます。

・体験型返礼品として、清龍酒造
による酒蔵見学（1人用、2人用、
3人用）を追加しました。
・「平成30年7月豪雨」で被災さ
れた広島県三原市への「ふるさと
納税災害支援寄附金」の代理寄附
受付窓口を平成30年7月13日から
11月末日までの約4か月間設置し
ました。集まった寄附金（703
件、14,778,018円）は全て三原市
へ送金しました。
・長野県松川町との相互協力によ
り、さんさんファーム（黒豚しゃ
ぶしゃぶセット）を返礼品に追加
しましたが、総務省から、姉妹都
市であっても地場産品以外の返礼
品は見直しするようにとの要請が
あり、平成30年10月31日をもって
取扱いを終了しました。

　今後も農産物加工講習会等の
開催、学校給食への食材納入に
対する支援等を行い、地産地消
の取組を推進します。

・平成30年8月3日（金）に親子
クッキング教室を実施し、料理体
験だけでなく地産地消の大切さを
伝えました。
・平成30年3月31日（土）の商工
祭さくらまつり、5月13日（日）
の水辺ウォーク、8月18日（土）
の市民まつり、10月28日（日）の
やさしさいきいきフェスティバ
ル、11月23日（金・祝）の農業ま
つりで「産地直売朝市推進委員
会」が地元農産物の販売を行い、
販売支援をしました。

9



２　新しいひとの流れをつくる

②　交流人口増の促進

事業名 担当課

自治振
興課

商工課

13
(再) 貸農園事業 農政課

政策調
整課

農政課

商工課

社会教
育課

　拡張工事と利用者に関する新
たなルールづくりを進めるとと
もに、貸農園事業を行う事業者
（農業者）の発掘を行ってまい
ります。

　引続き各種農業イベントの支
援を行っていきます。

　平成30年4月～11月に「菜の花
まつり」が市内1地区で、「コス
モスまつり」が市内2地区で、
「そばまつり」が市内2地区で開
催されました。各会場では、地元
農産物の直売や手打ちそばの販売
等も催され、多くの来場者で賑わ
いました。また、「農業まつり」
が11月23日（金・祝）に農業者ト
レーニングセンターで開催されま
した。

・年10回ボランティア学芸員養成
講座を開催しました。受講者と協
働して、ふるさと水辺ウォーク
や、雅楽谷の森フェスティバル、
親子ふれあい村等のイベントにお
いて、郷土の歴史・文化の啓発活
動を行いました。
・閏戸の式三番の保存継承活動を
支援しました。

　継続して実施することで、よ
り市民のかたに郷土の歴史・文
化に親しみを抱いてもらうよう
努めます。
　また、市民と協働した活動に
も努めていきます。

・蓮田の3大祭りと言える「商工
祭さくらまつり」、「はすだ市民
まつり」、「雅楽谷の森フェス
ティバル」に補助金を交付すると
ともに運営の支援を行いました。

・平成31年2月2日（土）にはす
だ観光協会が市民参加型の「は
すだ☆よしもとふるさと劇団」
を開催します。
・引き続き、特色あるイベント
を支援しまちに賑わいをもたら
していきます。
・関連団体と連携し、新たなイ
ベントについても検討していき
ます。

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

基 本 目 標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

23

ふるさと
ウォーク・サ
イクリング
ルートによる
蓮田再発見PR

観光資源をつなぐふるさとウォー
ク・サイクリングルートを活用
し、多くの人に訪れてもらうこと
で、蓮田市の魅力をPRします。ま
た近隣市町と連携したサイクリン
グルートの設定やサイクリング大
会の共催、レンタサイクル事業な
どを検討します。

　平成30年5月13日（日）に、蓮
田コミュニティづくり推進協議会
と蓮田ロータリークラブの共催
で、第10回ふるさと水辺ウォーク
を開催しました。今年はパルシー
多目的広場をスタート・ゴール地
点にし、蓮田地区を散策しまし
た。

　コースを蓮田・黒浜・平野方
面と毎年変更し、参加者に飽き
させないよう工夫しています。

・商工課が事務局となっている
「はすだ観光協会」が平成30年3
月25日（日）と10月14日（日）に
ウォーキングイベントを実施しま
した。歩くだけでなく、ガイドに
よる市の名所の説明も行い蓮田の
魅力をPRしました。
・10月26日（金）～28日（日）の
3日間、JR東日本と駅からハイキ
ングを行いました。県内にとどま
らず、県外からの参加者もありま
したが、27日は天候の影響で参加
者が思ったほど伸びませんでし
た。

・引き続き、市内の見どころを
巡るウォーキングイベントの支
援を行っていきます。
・映画のロケ地を巡るサイクリ
ングイベントの検討を行いま
す。

24
特色あるイベ
ント支援事業

新規のイベントを検討し、はすだ
市民まつり、商工祭さくらまつ
り、雅楽谷の森フェスティバル、
蓮田マラソン、コスモスまつり、
そばまつり、農業まつりなどのイ
ベントや、閏戸の式三番など郷土
の文化財等を関係団体と連携し、
市内外にＰＲします。

　平成30年11月24日（土）に、蓮
田ランタイズ主催で、第7回蓮田
マラソンを開催しました。ゲスト
を呼び、スイーツバトルを同時開
催し、さらに埼玉マラソングラン
ドスラムに加盟することで、参加
者数を増やしました。また、ふる
さと納税の記念品として引き続き
掲載することで、市外からの参加
者数を増やしました。

　継続して実施することで、さ
らに参加者数を増やしていきま
す。

貸農園として農地を貸し出す農家
や民間事業者などと連携し、農地
の有効活用を図ります。また、蓮
田スマートインターチェンジを活
用することで、都市住民に週末農
園を提供します。

　市外からの利用も進めるため、
既存の市民農園の拡張として、川
島地内にある市民農園の調査設
計、借地契約を行いました。
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事業名 担当課
№

■ＰＬＡＮ（総合戦略）
■ＤＯ

（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

道路課

都市計
画課

25
国際交流推進
事業

自治振
興課

26

国指定史跡黒
浜貝塚整備推
進事業

社会教
育課

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1
貸農園登録利用者
数（再掲）

農政課 H27年度 0人 H31年度
60人

(累積数)
H30年11月
30日時点

0人 E 農政課による

2

蓮田マラソン・ラ
ンナー参加者数の
増

政策調
整課

H27年度
2,900人

(2,876人)
H31年度 3,000人 H30年度 3,286人 A

第7回蓮田マラソン申
し込み人数

3

ワンナイトステ
イ・ホストファミ
リー数の増

自治振
興課

H26年度 12軒 H31年度 15軒
H30年11月
30日時点

10軒 E 自治振興課による

4
文化財展示館利用
者数の増

社会教
育課

H26年度
11,712人/

年
H31年度

12,000人/
年

H29年度
12,434人/

年
A

展示館入口カウンター
数及びボランティア学
芸員講座の参加者数に
よる

　引き続き関係機関等と調整を
図り、蓮田サービスエリア（新
上り線）周辺道路の安全対策に
ついて協議及び整備を行いま
す。

・蓮田スマートインターチェンジ
のフルインター化に向け、平成30
年2月、3月、10月に準備会を開催
しました。また、平成30年3月に
は地元説明会、7月には国への要
望活動を行いました。
・平成30年3月に埼玉県と「蓮田
スマートインターチェンジのフル
インター化に伴う一般県道蓮田白
岡久喜線の整備に関する覚書」を
締結しました。

　蓮田スマートインターチェン
ジのフルインター化に向け、準
備会における検討を進め、早期
の事業化を目指します。

・日本語教室を継続して開催す
ることで、さらに外国人の参加
者数を増やしていきます。
・ワンナイトステイ事業は、引
き続き受け入れ体制を整えるた
め、協力家庭の確保を図ってい
きます。

縄文時代前期中頃の標式遺跡とし
て貴重な国指定史跡黒浜貝塚を、
市民憩いの広場、生涯学習の場と
して整備を図るとともに、各種イ
ベント等を開催し、市内外からの
来訪者の増加を図ります。

　平成30年3月には市民参加の植
樹会を行い平成29年度の整備状況
をPRしました。
　平成30年度も引き続き整備工事
を進めており、雅楽谷の森フェス
ティバル等において、工事の進捗
状況を来場者にPRしています。

　今後も計画通りに整備事業を
進めていくともに、各種イベン
トでPRしていきます。

達成度 算出方法等
現状値

内容 担当課
基準値 目標値

外国人のための日本語教室や国際
文化交流会などの支援を行うほ
か、ワンナイトステイ事業等への
協力を行います。

　日本語教室を毎週日曜日に開催
しました。
　ワンナイトステイ事業では、10
家庭の協力の下、平成30年度は11
月時点で2名の外国人を受け入れ
ました。

3
(再)

スマートＩＣ
整備推進事業

ネクスコ東日本の蓮田サービスエ
リア(新上り線)建設事業及び蓮田
サービスエリア改築計画にあわ
せ、現在ハーフインター(2/4方
向)で運用している蓮田スマート
インターチェンジのフルインター
(4/4方向)化を進め周辺市道の整
備を行います。

　蓮田サービスエリア（新上り
線）建設の進捗状況や蓮田サービ
スエリア改築計画についてネクス
コに確認するとともに、蓮田サー
ビスエリア（新上り線）側道部の
安全対策について協議を実施しま
した。
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２　新しいひとの流れをつくる

③　駅周辺のにぎわい創出

事業名 担当課

27
中心市街地活
性化事業

商工課

市民課

道路課

都市計
画課

建築指
導課

西口再
開発課

子ども
支援課

6
(再)

商業団体活性
化推進事業

商工課

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

基 本 目 標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

28
蓮田駅周辺整
備事業

蓮田駅西口再開発事業により西口
再開発ビルの建設を行い、駅西口
行政サービスセンターや公益施設
の整備を行うほか、蓮田駅周辺に
おいて、都市再生整備計画に基づ
き子育て支援施設や道路などを整
備します。

・立地条件や施設規模等が類似し
ている八潮市役所駅前出張所を視
察し、取扱業務等の調査を行いま
した。
・当市における行政窓口エリアで
の取扱業務について検討を行いま
した。

　取扱業務の精査と関係各課と
の調整を引き続き行います。

　西口再開発ビル公益施設に関す
る庁内会議に参加し、子育て交流
スペースの配置等の検討を行いま
した。

　子育て交流スペースにおける
利用者の利便性を高めるため、
今後は利用方法等の検討を行い
ます。

　2018年2月に再開発ビルの建築
を市に代わって行う「特定建築
者」を決定し、3月に特定建築者
と基本協定及び敷地譲渡契約を締
結しました。4月から8月にかけて
公益施設の庁内設計協議を行い、
準備期間を経て10月に特定建築者
と施工協定を締結し、11月に再開
発ビルが着工されました。

　子育て支援施設として、中央保
育園改築工事（平成30年3月完
成）を実施し、東保育園改築工事
（平成31年3月完成予定）を行っ
ています。

・市道779号線沿線の採納手続き
を進め、道路整備工事を実施し
ます。
・自転車歩行者道（区画道路7
号）の整備工事を実施します。

　引き続き、蓮田市中心市街地
地区都市再生整備計画に位置付
けた市道779号線や歩行者・自転
車道、バス情報板の整備を進め
ます。

　平成30年度内に東保育園改築
工事を完成させる予定です。

・引き続き駅からハイキングな
どのイベントを実施し、蓮田駅
周辺の集客数が増えるよう努め
ていきます。
・関係団体にイルミネーション
等の新規イベントの実施に向け
働きかけを行っていきます。

・平成30年3月31日（土）の商工
祭さくらまつり、8月18日（土）
の市民まつりでは多くの人でにぎ
わいました。
・平成30年10月26日（金）～28日
（日）では蓮田駅をスタートとす
る駅からハイキングを実施しまし
た。
・平成30年12月には商工会が
「Go！Go！スタンプ蓮田」という
スタンプラリーを実施し、蓮田駅
周辺の集客数の増加を図りまし
た。

・2018年11月から2020年10月に
かけて再開発ビル建設工事を行
い、進捗状況の確認等を行いま
す。
・2020年11月に市が再開発ビル
の登記を行い、東急不動産から
市に引き渡される予定です。

・市道779号線の沿線地権者へ道
路整備を前提とした採納手続きの
説明を行い、承諾の得られた地権
者の採納手続きを進めています。
・自転車歩行者道（区画道路7
号）の一部擁壁設置工事につい
て、東日本旅客鉄道㈱に委託し工
事を進めています。

元荒川の桜堤や黒浜沼、ヒガハス
などの地域資源を生かした駅から
ハイキングやはすだ街バルなどの
イベントを関係団体との協働で行
い、蓮田駅周辺の集客数の増加を
図ります。

　蓮田市中心市街地地区都市再生
整備計画（地方都市リノベーショ
ン事業）に基づき、蓮田みぬま保
育園・中央保育園・東保育園、ス
トリートファニチャーを整備しま
した。

・引き続き商業団体や商店街が
自主的に取り組む事業を積極的
に支援し、まちの活力やイメー
ジアップにつなげていきます。

雅楽谷の森フェスティバルをはじ
め、商業団体や商店街が自主的に
取り組む事業に対し補助金を交付
し、まちの活力やイメージアップ
向上につなげます。

・雅楽谷の森フェスティバル実行
委員会、商業協同組合、東口商店
会が実施する各事業に対し補助金
を交付しました。
・雅楽谷の森フェスティバルは10
周年の記念イベントを行い例年以
上の盛り上がりを見せました。
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事業名 担当課
№

■ＰＬＡＮ（総合戦略）
■ＤＯ

（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

29

ＪＲ宇都宮線
利便性向上事
業

都市計
画課

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1
はすだ街バル参加
者数の増

商工課 H27年度 1,000人 H31年度 1,200人 H30年度 － － H30年度は未実施

2
ＪＲ駅からハイキ
ング参加者数の増

商工課 H27年度 863人 H31年度 1,000人 H30年度 447人 E JR東日本の発表による

3

雅楽谷の森フェス
ティバル来場者数
の増（再掲）

商工課
H27年

11月3日
19,000人/

日
H31年

11月3日
20,000人/

日
H30年

11月3日
約20,000
人/日

A
雅楽谷の森フェスティ
バル実行委員会の発表
による

達成度 算出方法等内容 担当課
基準値 目標値 現状値

ＪR宇都宮線の利便性のさらなる
向上を図るため、関係市と連携
し、要望活動を行います。

　平成29年度は、平成30年1月に
JR宇都宮線整備促進連絡協議会か
ら、東日本旅客鉄道株式会社大宮
支社長に要望書を提出しました。
平成30年度は、JR宇都宮線整備促
進連絡協議会の総会を平成30年5
月に、幹事会を10月に行いまし
た。

　JR宇都宮線整備促進連絡協議
会を通じ、JR宇都宮線のさらな
る利便性の向上を図るための要
望活動を継続します。
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２　新しいひとの流れをつくる

④　定住の促進

事業名 担当課

政策調
整課

広報広
聴課

30
子育て情報誌
発行事業

子ども
支援課

31

蓮田駅西口第
一種市街地再
開発事業

西口再
開発課

32

蓮田都市計画
事業黒浜土地
区画整理事業

都市計
画課

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1

定住・子育て応援
促進サイトにおけ
る閲覧数（再掲）

広報広
聴課

H27年度 0件 H31年度末
月平均
1,000件

H30年11月
30日時点

月平均
565件

C
Googleアナリティクス
による

2

黒浜区画整理事業
完成後の黒浜土地
区画整理地内人口

都市計
画課

H27年度 - H31年度末
3,300人
以上

H30年12月
1日時点

2,753人 B
市民課住基データによ
る

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

基 本 目 標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

官民協働で子育て支援冊子を作成
し、市内外に向けて、蓮田市の子
育て情報を発信します。

　平成30年4月に開園した中央保
育園や中央保育園子育て支援セン
ターなど、内容の一部変更をリー
フレットにし子育て支援冊子に挟
み込むことで、最新の情報を周知
できるよう努めました。

　さまざまな機会をとらえて、
子育てガイドブックを配布し、
子育て情報の周知を行っていき
ます。

20
(再)

定住・子育て
応援促進サイ
ト導入事業

関係機関と連携し、空き地・空き
家を含めた不動産などの住まいに
関する情報や子育て支援情報など
を発信する定住・子育て応援促進
サイトを導入し、流入人口・定住
人口の増加を図ります。

・総務省の「全国移住ナビ」や一
般社団法人・移住交流推進機構の
「JOINニッポン移住交流ナビ」を
リンク先として設定し、本市に興
味のあるかたが、すぐに本市の不
動産情報にアクセスできるように
配慮しています。
・蓮田市定住促進サイトへのアク
セス数を増やすために、市外のイ
ベント時にPRを行いました。

・本市に興味を持った方が本市
の不動産や仕事の情報を容易に
見られるように、定住・子育て
応援促進サイトのさらなる内容
充実を検討します。

　平成29年から公開している蓮田
市定住・子育て応援促進サイトの
アクセス数増加をめざし、投稿写
真の紹介などを行いました。

　蓮田市に興味を持ってもらえ
るよう、定住・子育て応援促進
サイトの内容充実に努め、市の
魅力を発信していきます。

平成28年度の換地処分に向け準備
を進め、計画的に事業を推進する
ことで、民間開発を促す環境を整
備します。

　平成29年1月6日に埼玉県の換地
処分の公告により事業が完了しま
した。引き続き、清算徴収金の収
納や保留地所有権移転登記申請の
受付を行います。

　保留地所有権移転登記の推進
を図ります。

蓮田駅西口再開発事業により、転
入者を呼び込む環境を整備しま
す。

　平成30年2月に再開発ビルの建
築を市に代わって行う「特定建築
者」を決定し、3月に特定建築者
と基本協定及び敷地譲渡契約を締
結しました。4月から8月にかけて
公益施設の庁内設計協議を行い、
準備期間を経て10月に特定建築者
と施工協定を締結し、11月に再開
発ビルが着工されました。

・平成30年11月から平成32年10
月にかけて再開発ビル建設工事
を行い、進捗状況の確認等を行
います。
・平成32年11月に市が再開発ビ
ルの登記を行い、東急不動産か
ら市に引き渡される予定です。

達成度 算出方法等内容 担当課
基準値 目標値 現状値
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３　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

①　結婚・出産への支援

事業名 担当課

政策調
整課

商工課

子ども
支援課

34
不妊治療費助
成事業

子ども
支援課

健康増
進課

子ども
支援課

36

乳幼児健康診
査事業／乳幼
児精密健康診
査の推進

子ども
支援課

37

母子保健推進
員による訪問
活動の推進

子ども
支援課

38
妊産婦・新生
児指導の推進

子ども
支援課

39

子育てなどの
意義に関する
普及啓発

学校教
育課

婚活支援事業

出会いの場を提供するため、関係
団体と連携しながら地域の資源を
活用した婚活イベント等を行いま
す。

　家庭科の授業における保育の
内容の充実及び実習により一層
の推進を図ります。

高額の治療費がかかる不妊治療に
ついて、経済的負担の軽減を図る
ため、治療費の一部を助成しま
す。

　平成28年度より、事業を実施し
ており、平成29年度には、延べ55
件の助成を行いました。平成30年
度については、平成30年11月現
在、延べ26件の助成を行いまし
た。

　引き続き、健康カレンダーや
ホームページ等で周知に努めま
す。

　特に実績はありません。

妊産婦や乳幼児を持つ母親を訪問
し、乳幼児健康診査・予防接種な
どの母子保健に関する情報提供を
行うとともに、子育てに関する身
近な相談を行うことにより、育児
不安の軽減を図ります。

　5月に母子保健推進員の委嘱を
行い、訪問活動を実施しました。
身近な相談相手として、育児不安
の軽減を図ることができました。

　平成30年9月23日（日）に蓮田
青年会議所が婚活イベントを開催
し、約40名の参加がありました。

　引き続き関係団体と連携し、
地域資源を活用したイベントを
実施していきます。

　今後も情報を収集し、関係団
体の行う婚活イベント等を支援
します。

　料理婚活イベント参加者に対
し、事後調査を行うことで、
カップル成立状況の追跡を行い
ます。

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

基 本 目 標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

周産期医療機
関・小児医療
連携事業

妊娠22週～生後満7日未満の周産
期医療機関や小児科医と連携し、
休日や夜間救急の診療支援体制の
整備を図るほか、入院・通院とも
に中学校修了時までとしている、
こども医療費助成制度について引
き続き推進します。

 休診日や休診時間帯でも急なけ
がや体調の変化があった際に利用
できる埼玉県の救急電話相談や小
児救急電話相談について、ポス
ターや健康カレンダー等に掲載
し、周知を図りました。

　周知の方法を工夫し、引き続
き周知に努めます。

　中学校修了時までの幼児・児
童・生徒が必要とする医療を容易
に受けられるよう、適正にこども
医療費助成を行いました。

　引き続き、適正に、こども医
療費助成を行っていきます。

　安心して妊娠出産子育てがで
きるように、子育て世代包括支
援センターを活用します。
　適切な時期の訪問支援が図れ
るように努めます。また、包括
的支援が行えるよう体制等の準
備のための情報収集に努めま
す。

　母子保健推進員の属する母子
愛育会の活動の支援を、引き続
き、行っていきます。

　市内中学校において、家庭科の
授業における保育実習を推進しま
した。多くの生徒が、乳幼児との
触れ合いを通して、子育ての意義
を高めることができました。

33

乳幼児の成長段階に応じて健康診
査を実施し、病気や異常の早期発
見や保護者への保健指導・療育支
援を行うほか、さらに詳しい検査
が必要な児童に対して、委託医療
機関で精密健康診査を実施して早
期の診断、治療へつなげます。

　3～4か月児健診・9～10か月児
健診・1歳6か月児健診・3歳児健
診を毎月実施しました。健診時、
必要に応じ精密健康診査を案内
し、早期の診断、治療へつなぎま
した。

　健診受診率の向上を目指し、
未受診者への再勧奨を行い、対
象者の状況把握に努めます。

　平成30年11月17日（土）に勤労
青少年ホームで料理婚活イベント
を実施しました。

学校教育などにおいて、子育てに
関する知識を習得できる機会を児
童・生徒に提供し、子育てなどの
意義に関する普及啓発を図りま
す。

妊産婦・新生児を対象に、助産
師、保健師等が家庭訪問し新生児
の発育・発達の確認や育児の方法
などについてアドバイスを行うと
ともに、今後は包括的に支援を行
うことができる拠点の整備を検討
し、育児不安の解消を図ります。

　妊娠期からの切れ目ない支援を
実施するため、子育て世代包括支
援センターを設置しました。
　助産師、保健師等による訪問を
実施し、保健指導や母子保健サー
ビス等の情報提供を行いました。

35
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事業名 担当課
№

■ＰＬＡＮ（総合戦略）
■ＤＯ

（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

学校教
育課

保育課

41

はすだ地域支
えあいサービ
ス

社会福
祉協議
会

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1
婚活支援事業によ
るカップル成立数

商工課 H27年度 0組 H31年度
10組

(累積数)
H30年度

11組
(累積数)

A
青年会議所からの状況
報告による
子ども支援課による

2
訪問乳児実人数の
増

子ども
支援課

H26年度
276人/
年度

H31年度
352人/
年度

H29年度
418人/
年度

A 子ども支援課による

　より多くの生徒に体験学習を
提供できるよう、受入れ人数の
増員や事業所の拡充を、積極的
に推進します。

　中学生社会体験チャレンジ事業
として、公立保育園で中学生を受
入れ、乳幼児との触れ合いや交流
の機会を提供しました。

　今後も中学生社会体験チャレ
ンジ事業として、公立保育園で
積極的に中学生を受入れ、幼児
との触れ合いや交流の機会を提
供します。

現状値

高齢者のかたや、障がいのあるか
た、病気・産前産後などで一時的
にサービスの必要なかたに対し
て、掃除、洗濯、食事の支度など
家事をお手伝いします。

　協助会員（協力者）の研修会・
情報交換会を開催しサービスの向
上に努めました。また、地域サ
ポーター養成講座受講者が新たに
協助会員となり、平成30年12月1
日現在、協助会員は計81名となり
ました。利用会員（利用者）125
世帯で活動しています。

　今後も継続して安定的なサー
ビスを提供するため事業のPRを
行うとともに、協助会員の充足
やスキルアップのための研修
会・情報交換会を実施し、事業
の充実に努めます。

達成度 算出方法等内容 担当課
基準値 目標値

　市内中学校において、3日間の
職場体験学習を行いました。多く
の生徒が、乳幼児との触れ合いを
通して、保育分野への興味・関心
を高めることができました。

小さいときから親となる意識の醸
成を図るため、授業の一環とし
て、中学生社会体験チャレンジ事
業において、認定こども園、幼稚
園、保育園などで乳幼児との触れ
合いや交流機会の提供を図りま
す。

小・中学生な
どと乳幼児と
の触れ合いの
推進

40
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３　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

②　安心・安全な子育て支援

事業名 担当課

30
(再)

子育て情報誌
発行事業

子ども
支援課

42
定期予防接種
償還払い事業

子ども
支援課

43

子育て情報
メールサービ
ス事業

子ども
支援課

44

公開型地理情
報システム整
備事業

都市計
画課

教育総
務課

保育課

46

市民のための
食品の放射性
物質検査事業

商工課

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

基 本 目 標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

45

給食用食材の
放射性物質検
査事業

市内の小・中学校や保育園で提供
される給食食材の放射性物質検査
を定期的に実施し、子どもたちが
安心して給食を食べることができ
るように安全性の確保を図りま
す。

　専門機関への委託による検査
と、消費者庁貸与機器による自主
検査で延べ99品について放射性物
質検査を実施しました。検査結果
をホームページや広報誌で公表し
ました。

　今後も引き続き放射性物質検
査を外部委託と自主検査により
実施し、児童生徒や保護者の不
安解消に努めます。

　専門機関への委託による検査を
月2回、消費者庁貸与機器での検
査を月3回実施し、検査結果を
ホームページや広報で公表しまし
た。

　平成30年4月に開園した中央保
育園や中央保育園子育て支援セン
ターなど、内容の一部変更をリー
フレットにし子育て支援冊子に挟
み込むことで、最新の情報を周知
できるよう努めました。

子育て支援施設等の位置図やバス
路線マップ等を盛り込んだ公開型
地理情報システムを整備するとと
もに、新たな行政情報の整備を推
進していきます。

　平成28年3月1日から蓮田市地図
情報システムの公開を開始しまし
た。追加項目として、消防団区域
図、投票所及び投票区域、街路灯
位置図を公開しました。

　適切な更新を図り、新たな行
政地図情報の提供に努めます。

誕生日を登録したかたに、予防接
種お知らせメールや子育て情報等
を配信するサービスを行います。

　出生届を提出するため来庁した
かたに、子育て情報等のメール配
信に関するチラシを配布し、内容
等の説明を行いました。現在登録
者は2,700人を超え、予防接種等
に関する必要な情報も子育て情報
メールでお知らせしました。

　引き続き、チラシ配布やホー
ムページ、健康カレンダー等を
活用し、周知に努めます。

県外での里帰り出産や入院などの
理由により、やむを得ず蓮田市の
委託医療機関以外で定期予防接種
を受けるかたを対象に、予防接種
費用の一部助成を行います。

　健康カレンダーや広報、HP等で
周知を行ったほか、予防接種の案
内（郵送）にちらしを同封しまし
た。平成29年度には、延べ43件の
助成を行い、平成30年度について
は、11月現在、延べ14件の助成を
行いました。

　子育てによる経済的負担を少
しでも減らすことができるよ
う、引き続き、制度の内容を市
民へ周知します。

　さまざまな機会をとらえて、
子育てガイドブックを配布し、
子育て情報の周知を行っていき
ます。

官民協働で子育て支援冊子を作成
し、市内外に向けて、蓮田市の子
育て情報を発信します。

　当面の間は検査を継続し、園
児や保護者の不安解消に努めま
す。

食品の放射性物質による影響の安
全性を確認するため、放射性物質
検査機器を使用し、簡易検査を実
施していきます。

　市民からの依頼に基づき、放射
性物質検査機器を使用し、簡易検
査を4月に2回実施しました。2件
とも放射性物質の検出はありませ
んでした。

　引き続き、食品の放射性物質
による影響の安全性を確認する
ため、放射性物質検査機器を使
用し、簡易検査を実施していき
ます。
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事業名 担当課
№

■ＰＬＡＮ（総合戦略）
■ＤＯ

（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

学校教
育課

子ども
支援課

保育課

48

親子教室・親
子教室ＯＢ会
の開催

子ども
支援課

49

子どもの虫歯
予防事業の実
施

子ども
支援課

50
小児救急医療
体制の充実

健康増
進課

　家庭児童相談員を3名配置し、
子どもに関するさまざまな相談に
対応しました。

　今後も、毎月あるいは毎学期
ごとに、活動状況の報告を受
け、指導・支援を図っていきま
す。また、2ヶ月に1回の割合
で、心のホット相談員・市相談
員等による連絡協議会を開催
し、不登校や問題行動への協議
も継続して行っていきます。

　引き続き、家庭児童相談員に
よる相談を実施します。

　月2回、教室を開催し、適切な
関わりへの支援を行いました。

　埼玉県東部北地区における地域
住民の救急医療体制を整備するた
めに当該地区において実施される
病院群輪番制病院の運営に対して
補助金を交付しました。

　東部北地区第二次救急医療圏
の構成市として、小児救急医療
支援事業を継続します。

健診時における歯科衛生士の個別
指導や歯磨き指導により、虫歯の
予防、歯科保健への意識向上を促
します。

・毎月、歯磨き指導の教室を実施
し、歯科衛生士による個別ブラッ
シング指導や歯科保健への意識向
上に努めました。
・1歳6か月児健診の歯科診察時に
歯っぴー教室の案内をしたことに
より、参加率の上昇につながりま
した。

　継続して事業を行い、教室参
加率の維持・向上が図られるよ
う、PRの工夫を行っていきま
す。

児童センター、家庭児童相談室、
保育園、地域子育て支援セン
ター、教育相談室、心のホット相
談室などにおいて、身近な子育て
相談窓口を整備し、関係機関と連
携を図りながら多様な相談体制の
充実を図ります。

関係機関連携
による相談体
制の充実

47

　引き続き、親子の交流の場の
提供と育児相談員による相談業
務を実施します。

　黒浜保育園子育て支援セン
ター、閏戸保育園子育て支援セン
ター、中央保育園子育て支援セン
ター、つどいの広場「おひさ
ま」、子育てひろば「ぽこ」、児
童センター子育てひろばに育児相
談員を各1名配置し、週2回、育児
に関する様々な相談を行いまし
た。
　また、子育てひろば「ぽこ」に
おいて、ホームスタート事業を実
施し、孤立している高ストレス家
庭への支援等を行いました。

発達を促すための支援が必要な子
どもに対して、小集団でのかかわ
りや遊びを通して、精神的・身体
的な発達を促すほか、保護者が子
供の発達段階を正しく理解し、適
切なかかわりや遊びができるよう
に支援する親子教室を開催しま
す。

子どもが突発的な事故や病気のと
きに、適切な医療が受けられるよ
う関係機関と連携して救急医療体
制の充実を図ります。

　引き続き、支援が必要な親子
に対して、教室参加へつなぎ、
支援をしていきます。

　教育相談体制の充実を図るた
め、心のホット相談員を各中学校
2名、市内全体で10名配置しまし
た。
　また、蓮田市教育相談員1名、
適応指導教室指導員4名、スクー
ルカウンセラー4名、スクール
ソーシャルワーカー１名を配置
し、児童・生徒に寄り添う相談体
制の充実に努めました。
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事業名 担当課
№

■ＰＬＡＮ（総合戦略）
■ＤＯ

（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

商工課

健康増
進課

学校教
育課

子ども
支援課

社会教
育課

52
子ども110番の
家

学校教
育課

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1
子育て情報メール
サービス登録者数

子ども
支援課

H27年度 0人 H31年度末
1,000人
(累積数)

H30年11月
30日時点

2,733人
(累積数)

A 子ども支援課による

2
歯っぴー教室参加
率の増

子ども
支援課

H26年度 75.6% H31年度 77%
H30年11月
30日時点

80.80% A 子ども支援課による

3
子ども110番の家
設置箇所数の増

学校教
育課

H27年度 310箇所 H31年度末 340箇所 H30年度 301箇所 E
小学校からの情報提供
による

　学校の教育活動だけでなく、
家庭や地域とのより一層の連携
を図り、食育の重要性や健康へ
の興味・関心を高めます。

　11月に蓮田市消費生活展実行委
員会が実施する消費生活展の支援
を行いました。

　今後も食に関する学習会を開
催し、食育に対する関心を深め
てもらえるように努力します。

現状値
達成度 算出方法等

　今後も乳幼児健診等におい
て、食に関する知識等の普及に
努めます。

・今後も食育に関する学習機会
の提供に努めます。
・黒浜貝塚の整備事業では、今
後の史跡活用法のひとつとし
て、歴史的観点からの食育がで
きるよう努めていきます。

　食育推進計画策定のため、地域
食生活支援推進連絡会を開催し、
食に関わる団体の活動支援を行い
ました。

　今後も地域食生活支援推進連
絡会を定期的に開催します。
　食育推進計画を推進し、さら
なる食育の推進連携体制の充実
を図ります。

　給食の時間や関連する教科等に
おいて、食に関する指導内容の充
実を図り、学校の教育活動全体で
取り組みました。

内容 担当課
基準値 目標値

　「子ども110番の家」に協力し
ていただける家庭や事業所を増
やし、地域全体で子ども達を見
守るなど、地域ぐるみの安全対
策を引き続き推進します。

・「子ども110番の家」への新規
登録や継続にかかる協力依頼を行
いました。
・老朽化した看板の取替を学校を
通じて行いました。

犯罪から子どもを守るため、緊急
の避難場所として、「子ども110
番の家」の設置箇所数の拡大を図
ります。

51 食育の推進
食に関わる団体の活動支援や食に
関する学習会などの開催、食育の
推進連携体制の充実を図ります。 　乳幼児健診では栄養士による離

乳食指導・栄養指導を行い、小さ
い時期からの食育に努めました。

・「夏休み子供講座2018」におい
て、人間総合科学大学を会場とし
て「楽しく和食を作ろう」を開催
しました。
・雅楽谷の森フェスティバルにお
いて、自然観察を主題に黒浜貝塚
見学　会を開催し、栗、くるみな
ど縄文時代当時から食されていた
穀物類を紹介するとともに、歴史
の観点からの食育を行いました。
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③　保育サービスの充実

事業名 担当課

54
多子世帯応援
事業

保育課

55
一時預かりの
推進

保育課

56

0－2歳児の受
入枠拡大〈地
域型保育事業
の支援〉

保育課

57
家庭保育室の
支援

保育課

58
延長保育の拡
充

保育課

保護者が外出するときやリフレッ
シュを必要とするときなど一時的
に保育ができないときに、保育園
で子どもを預かります。

新たな市町村の認可事業として、
待機児童の多い0歳児から2歳児を
対象とした地域型保育事業を創設
し、受入枠の拡充を図るほか、市
が地域型保育給付費の支給対象と
して確認した認可施設に対し、財
政支援を行います。

　中央保育園、蓮田みぬま保育
園、東保育園の3園で朝夕各30分
間の延長保育を実施しました。
　また、私立の保育園等において
も、複数園で延長保育を実施して
いただきました。

基 本 目 標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

埼玉県と連携し、保育園等に入園
する第3子以降の0歳児から2歳児
クラスの児童の保育料を無料にす
ることにより、多子世帯における
経済的負担の軽減を図ります。

内容

同一世帯から2人以上の児童が保
育園等に入園している保護者に対
して、保育料の負担の軽減を図り
ます。

保育課
保育料の経済
的負担の軽減

53

家庭保育室に対して運営費などの
補助を行い、適切な保育が実施さ
れるよう支援します。

長時間保育が子どもの負担になら
ないよう配慮しながら、保育時間
の延長実施園の拡充を図ります。

　待機児童の解消のため、新たに
地域型保育事業を増設することに
ついて検討を行いました。
　また、市が地域型保育給付費の
支給対象として確認した施設に対
し、適切な財政支援を実施しまし
た。

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

　黒浜保育園、閏戸保育園、中央
保育園において、就学前在宅児の
一時的な保育需要に応え、子育て
家庭を支援するため、一時預かり
を実施しました。

　引き続き、黒浜保育園、閏戸
保育園、中央保育園において、
就学前在宅児の一時的な保育需
要に応え、子育て家庭を支援す
るため、一時預かりを実施する
とともに、平成31年度からは、
東保育園において一時預かりを
実施します。

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）

　埼玉県と連携し、保育園等に入
園する第3子以降の0歳児から2歳
児クラスの児童の保育料を無料に
することにより、多子世帯におけ
る経済的負担の軽減を図りまし
た。

　保育園・幼稚園等に同一世帯か
ら2人以上利用している保護者に
対して、保育園の保育料を2番目
の児童は半額、3番目以降の児童
は無料としています。
　また、保育料を算定する市町村
民税所得割課税額が57,700円未満
の世帯については、兄弟姉妹の年
齢に関係なく、保育園、認定こど
も園及び小規模保育事業に入園し
ている2番目の児童は半額、3番目
以降の児童は無料としています。
そして、市民税の所得割が非課税
の世帯のひとり親世帯等以外の世
帯に該当する世帯において、最年
長（年齢制限なし）の児童から順
に2番目以降については無料とし
ています。
　学童保育所に入所している要保
護、準要保護家庭に対しては保育
料の減免を実施しました。

　今後も、国や県の保育料軽減
制度に準拠して、保育料の負担
の軽減を図ります。また、平成
31年10月から予定されている幼
児教育・保育無償化に適切に対
応していきます。

　引き続き、埼玉県と連携し、
保育園等に入園する第3子以降の
0歳児から2歳児クラスの児童の
保育料を無料にすることによ
り、多子世帯における経済的負
担の軽減を図ります。

　待機児童は0歳児から2歳児に
多いことから、新たに地域型保
育事業の増設に向けて準備を行
います。
　また、地域型保育給付費の支
給対象として確認した施設に対
しては、引き続き適切な財政支
援を実施します。

　引き続き、家庭保育室に対し
て運営費などの補助を行い、適
切な保育が実施されるよう財政
支援を実施します。

　引き続き、中央保育園、蓮田
みぬま保育園、東保育園の3園で
朝夕各30分間の延長保育を実施
します。私立の保育園等におい
ても引き続き延長保育を実施し
ていただきます。また、延長保
育の拡充についても検討しま
す。

　家庭保育室に対して運営費など
の補助を行い、適切な保育が実施
されるよう財政支援を実施しまし
た。
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事業名 担当課
№

■ＰＬＡＮ（総合戦略）

内容

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）

59
病児・病後児
保育事業

子ども
支援課

子ども
支援課

保育課

子ども
支援課

保育課

62

発達や個性に
応じた保育内
容の充実

保育課

63

保育士、学童
保育所指導員
などの研修の
充実

保育課

64
幼稚園就園奨
励費の補助

保育課

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1
保育園における待
機児童の解消

保育課 H27年度
定員数
655人

H31年度
定員数
807人

H30年度
定員数
808人

A
確保済定員数（認可外
を除く）

2
学童保育所におけ
る待機児童の解消

保育課 H27年度
定員数
380人

H31年度
定員数
480人

H30年度
定員数
571人

A 確保済定員数

　東保育園の改修工事による面
積の増加分と花星保育園の余剰
面積を活用して、さらなる定員
の増加を図っていく予定です。

　中央保育園の建替え工事が完了
し4月に開園したことで、中央保
育園の代替園舎として利用してい
た蓮田みぬま保育園が新たに園児
の受け入れを行うことが可能とな
り、公立保育園の定員が80人増え
ました。

　引き続き、病児・病後児保育
を実施し、働きながら子育てし
やすい環境の整備に努めていき
ます。また制度周知も行ってい
きます。

内容 担当課
基準値 目標値

私立幼稚園に満3歳から5歳の子ど
もを通園させている保護者に対し
て、その世帯の課税状況に応じた
経済的負担の軽減を目的に、幼稚
園を通じて支援します。

　定期的に身体測定、健康診断を
行い、園児の発育･発達の状況を
把握し、子どもの発達や個性に応
じた保育に努めました。

園児の発育・発達状況を把握し、
子どもの発達や個性に応じた保育
の質の向上に努めるとともに、子
どもの健康や安全に配慮した保育
内容の充実を図ります。

児童が病気または回復期にあり、
保護者が労働等により保育できな
い場合に、緊急サポートセンター
埼玉にサポート会員として登録さ
れているかたが保護者に代わって
保育を行います。

　保育を必要とする児童の保護者
のニーズなどにより、私立保育
園、地域型保育事業、認定こども
園などへ保育を委託している施設
に対して、公定価格に基づいた、
適切な財政支援を実施しました。

　緊急サポートセンター埼玉に委
託を行い、病児・病後児保育をは
じめ、宿泊を伴う保育や緊急的一
時保育を実施しています。制度周
知及び協力会員の確保を図るた
め、7月に4日間講習会を行い、登
録会員数の拡大を図りました。

　引き続き、定期的に身体測
定、健康診断を行い、園児の発
育･発達の状況を把握し、子ども
の発達や個性に応じた保育に努
めます。

各種研修会などを通して、保育
士、学童保育所指導員の資質向上
に努めます。

60
保育園の整
備・拡充

保育園の待機児童対策として、新
たに保育園を整備するとともに、
老朽化した中央保育園の建て替え
や東保育園の改築を実施します。
その他、認定こども園や私立保育
園に保育を委託し、保育の受入枠
の拡大を図ります。

　黒浜南小学校内の教室を活用し
て学童保育所の整備を行いまし
た。

　保育を必要とする児童の保護
者のニーズも拡大すると思われ
るので、引き続き、私立保育
園、地域型保育事業、認定こど
も園などへ保育を委託している
施設に対して、公定価格に基づ
いた、適切な財政支援を実施し
ます。

　学童保育所の整備・拡充につ
いては、待機児童数の状況を見
ながら検討していきます。

　平成30年4月に黒浜南学童保育
所第2（定員30人）を開設しまし
た。

学童保育所の
整備・拡充

61

　保育士については、埼玉県及び
埼玉県保育士会等主催の研修会に
参加しました。
　また、学童保育所指導員につい
ては、埼玉県主催の放課後児童支
援員認定資格研修に参加し、放課
後児童支援員の資格を取得してい
ます。その他放課後児童支援員研
修会についても参加しています。

待機児童の解消のため、学童保育
所の整備・拡充を図ります。 　平成30年11月時点で待機児童

は5人です。定員の弾力化を図る
等、引き続き、待機児童の解消
に努めます。

達成度 算出方法等

　各種研修会に参加し、保育
士、学童保育所指導員の資質向
上に努めます。

　引き続き、私立幼稚園に満3歳
から5歳の子どもを通園させてい
る保護者に対して、その世帯の
課税状況に応じた経済的負担の
軽減を目的に、入園料・保育料
の一部を幼稚園を通じて補助し
ます。また、平成31年10月から
予定されている幼児教育無償化
に適切に対応していきます。

　国庫補助を受け、私立幼稚園に
満3歳から5歳の子どもを通園させ
ている保護者に対して、その世帯
の課税状況に応じた経済的負担の
軽減を目的に、入園料・保育料の
一部を幼稚園を通じて補助しまし
た。

現状値
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④　地域や家庭における子育て支援

事業名 担当課

65

子ども読書支
援センター
〈交流サロ
ン〉の整備

社会教
育課

子ども
支援課

社会教
育課

67
地域で支える子
育て支援事業

保育課

68

子育て世帯向
け防災訓練事
業

危機管
理課

69 公園整備事業
みどり
環境課

70
家庭教育支援
事業

子ども
支援課

71

ファミリー・
サポート・セ
ンター事業の
推進

子ども
支援課

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

基 本 目標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

　引き続き、黒浜保育園子育て
支援センター、閏戸保育園子育
て支援センター、中央保育園子
育て支援センター、子育て広場
において、子育て中の親同士、
子ども同士が触れ合い、子育て
の楽しさを味わいながら安心し
て子育てができるようサポート
を実施します。

・黒浜保育園子育て支援セン
ター、閏戸保育園子育て支援セン
ター、中央保育園子育て支援セン
ター、子育て広場において、子育
て中の親同士、子ども同士が触れ
合い、子育ての楽しさを味わいな
がら安心して子育てができるよう
サポートを実施しました。
・子育てひろば・ぽこに防犯カメ
ラが設置されたことにより、支援
センター3か所及び子育てひろば3
か所全てに防犯カメラの設置が完
了しました。

　平成28年8月の3～4か月児健診よ
り事業を開始しました。図書館ス
タッフが絵本の紹介や読み聞かせ
のスペースを設け、来館者に絵本
を渡しています。

　3～4か月児健康診査時の「はす
ぴぃのふれあい子育てはじめての
絵本」事業において、絵本1冊、
コットンバッグ、図書館利用案
内、乳児向け本のリストなどを配
布し、読み聞かせ等を実施しまし
た。平成30年度から、絵本の種類
を3種類にし、好きな1冊を選んで
いただく方法に変更し、事業をよ
り充実させました。

　今後も図書館と連携して事業
を行っていきます。

　計画的に選書見直し等を行い
ながら、継続して事業を実施
し、子ども支援課や関係機関と
協力しながら充実に努めます。

　本やイベントを通して様々な
年代のかたが関わる場を提供す
るなど、子どもの読書活動支援
を継続して行っていきます。

・学校や地域ボランティア等に本
の貸出しを行いました。
・地域ボランティア等の読書活動
支援や図書館サポーター等の育成
を行い、子どもからお年寄りまで
様々な年代のかたへの読書支援を
実施しました。

図書館内に子ども読書支援セン
ターを整備し、保育園や学童、学
校、地域と連携し、中学校までの
切れ目のない読書支援を行うとと
もに、地域ボランティアを育成
し、様々な年代のかたが本を通じ
て交流できるサロン的役割も担い
ます。

　市民団体が主催する「子育てで
つながろうMiNiフェスタ」（9月開
催）に出展し、家具転倒防止や家
庭でできる防災対策について啓発
活動を行いました。あわせて、乳
児用向け保存食を試食用として配
布し、普及啓発に努めました。

・年度内に根ヶ谷戸公園のター
ザンロープをはじめ、数か所の
遊具の更新を予定しています。
・公園外周の樹木を計画的に間
引き・剪定し、園内の視認性を
高めて安全性を向上させます。
・撤去済の遊具の代替遊具の設
置、老朽化した遊具や公園施設
の改修を進めます。

　今後も、継続的に「子育てで
つながろうMiNiフェスタ」等の
イベントに出展し啓発に努めま
す。また、ミルクスティック等
の子育て世帯向け備蓄食糧を整
備します。

　委託及び自主家庭教育学級を
継続し、親の孤立を防ぐために
も、保護者に参加を促していき
ます。

　相互援助活動を支援するとと
もに、継続的に、交流会・講習
会を実施します。利用実績が拡
大するなか、協力会員の確保に
努めていきます。

66

乳幼児健診時に本を配布し、その
後の健診で読み聞かせ等フォロー
アップを行うなど絵本を通じて、
乳幼児と保護者がふれあえる読書
支援と子育て支援の充実を図りま
す。

子ども読書活
動推進事業の
実施〈ブック
スタート事
業〉

地域において保育などの援助を受
けたい人と援助を行いたい人を会
員として登録し、会員相互による
子育ての相互援助活動を支援する
ファミリー･サポート･センター事
業を推進します。

　相互援助活動が円滑になされる
よう利用会員及び提供会員の調整
を行いました。会員相互の交流や
スキルアップを図るため、交流
会・講習会を実施しました。

幼児を見守りながら、子育て中の
親同士や多世代間の交流が図れる
施設を整備します。
また、簡易児童遊園地や老朽化し
た既存遊具を魅力ある遊具に刷新
し、来園児童の増加を図ります。

子育て世帯に対して、災害時の対
応、備蓄品の紹介等防災に係る啓
発事業や訓練を実施します。あわ
せて、乳幼児向けの防災用品等を
整備します。

　老朽化していた西城沼公園の
ローラーすべり台を修繕し、根ヶ
谷戸公園の大型ローラーすべり台
を更新し、安全に利用できるよう
になりました。また、ベンチ等の
修繕や支障木の伐採なども進めて
います。

地域に開かれた公立保育所を目指
し、そのために必要な人材（サ
ポーター）養成やイベントを開催
します。
また、安全対策のために防犯カメ
ラ等を整備することで、地域全体
で子育てできる環境を推進しま
す。

　小学1年生の保護者を対象にした
委託家庭教育学級を8学級、それ以
外の小学生及び中学生の保護者を
対象にした自主家庭教育学級を開
設し、親同士の交流活動を支援し
ました。その他、親の学習をはじ
めさまざまな活動を行いました。

子育て中の親に対して、1年を通じ
て計画的、継続的に、子育てや家
庭、学校に関する学習機会の提供
を行い、悩みや不安を払拭し、自
信をもって子育てできるよう、家
庭の教育力の向上に向けた支援を
行います。
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事業名 担当課
№

■ＰＬＡＮ（総合戦略）
■ＤＯ

（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

72
つどいの広場
の充実

保育課

子ども
支援課

保育課

長寿支
援課

保育課

子ども
支援課

保育課

社会教
育課

子ども
支援課

保育課

　子育てサークルの育成につな
げるため、保護者同士が交流を
図れるよう、さまざまな事業を
企画し、実施していきます。

　各種事業を継続して行い、子
育てサークルの支援に努めま
す。

　子育てボランティアと協働し
て、平成30年9月24日（月・祝）に
子育てでつながろうMiNiフェス
タ、11月11日（日）に親子ふれあ
い村を開催しました。

　今後も子育て中の親子を対象
にしたイベントを企画し、実施
していきます。

　今後も、子育てボランティア
と共同して、子育て中の親子を
対象にしたイベントを開催して
いきます。

　公民館では子育てに関する講座
を実施し、活動の場や情報提供の
充実化を図りました。
　図書館では、子どもの本コー
ナーにある乳幼児向け絵本コー
ナーやおはなし会などで、子育て
関係の本などの情報提供を行いま
した。また、おはなし会やイベン
ト等について、乳幼児健診時に周
知するほか、子育て情報誌への情
報提供を実施しました。

子どもが地域において健やかに育
つため、コミュニティ活動、子ど
も会活動、地域におけるボラン
ティア活動、家庭教育学級活動な
どを促進します。

子育てに関す
るボランティ
ア活動の促進

76

　子育てボランティアと共同し
て、子育てでつながろうMiNiフェ
スタや親子ふれあい村などのイベ
ントを開催しました。

子育てサーク
ルの育成支援

75

保育園、児童センター、公民館な
どにおいて、異年齢児、障がい
児、高齢者など様々な人々との触
れ合いや交流を図ります。

　西口再開発ビル内に入る地域
子育て支援センターの利用方法
を検討し、それにあわせて整備
する備品等の検討を行っていき
ます。

　毎月、乳幼児の親子10組程度を
対象に、絵本の読み聞かせや季節
に応じたおもちゃづくりを行うこ
とで、子育て中の両親に対し、相
談、交流ができる機会を提供しま
した

　今後も引き続き、時節に応じ
た相談、交流ができる機会を提
供していきます。

地域子育て支援センターの中にお
いて、子育て中の親同士、子ども
同士が触れ合い、子育ての楽しさ
を味わいながら安心して子育てが
できるようサポートします。
また、新たなセンターの整備を検
討します。

　引き続き、黒浜保育園子育て
支援センター、閏戸保育園子育
て支援センター、中央保育園子
育て支援センターにおいて、子
育て中の親同士、子ども同士が
触れ合い、子育ての楽しさを味
わいながら安心して子育てがで
きるようサポートを実施しま
す。
　今後も新たな子育て支援セン
ターの整備に向け検討を行いま
す。

　中央保育園の開園とともに、中
央保育園子育て支援センターを平
成30年4月に開園しました。また、
西口再開発ビル内に入る地域子育
て支援センターの整備に向けて、
社会教育指導員や保育士と検討を
行いました。

乳幼児を育てている保護者などへ
の支援をするため、つどいの広場
を開設し、親子が気軽に集い、打
ち解けた雰囲気の中で相談、交流
ができる場所を提供します。

73

・平成30年度から、中央保育園子
育て支援センターを開設し、サー
ビスの拡充を図りました。
・黒浜保育園子育て支援セン
ター、閏戸保育園子育て支援セン
ター、中央保育園子育て支援セン
ターにおいて、子育て中の親同
士、子ども同士が触れ合い、子育
ての楽しさを味わいながら安心し
て子育てができるようサポートを
実施しました。

地域子育て支
援センターの
拡充

地域交流機会
の提供

74

子育てサークルに対して、活動の
場や情報の収集・提供の充実を図
ります。
また、子育てサークル活動の活性
化を図るための研修を充実し、
サークルの指導者の育成を図りま
す。

　子育てサークルの育成につな
げるため、保護者同士の交流が
図られるよう、さまざまな事業
を企画し、実施していきます。

　保護者同士の交流を図ること
で、子育てサークルの育成される
環境を提供しました。
　また、児童センターのイベント
において、子育てサークルに協力
を依頼し、活動の場を広げること
で、サークル活動の活性化を図り
ました。

　世代間交流を図るため、子ど
も会等の出演依頼希望のある地
域敬老会団体との窓口となるな
ど、今後も地域交流が図られる
よう努めます。

　引き続き、各保育園での地域
の子育て中の親子と保育園児と
交流機会の提供や季節の行事に
高齢者を招いて多世代交流を図
ります。

　保護者同士の交流を図ること
で、子育てサークルが育成される
環境を提供するため、あずけっ
こ・はすだ（全8回）を実施しまし
た。

　地域敬老会では、子ども会や
小・中学生がアトラクションを披
露し、世代間交流が図られまし
た。また、老人福祉センターでは
高校生の就業体験を通して交流が
図られました。

　各保育園で、月1～2回、地域の
子育て中の親子に保育園を開放し
保育園児と交流の機会を提供しま
した。
　また、季節の行事に高齢者を招
いて触れ合いや交流の機会を提供
しました。
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事業名 担当課
№

■ＰＬＡＮ（総合戦略）
■ＤＯ

（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

77
母子愛育会活
動支援事業

子ども
支援課

78

公民館などを
利用した子ど
も向け講座の
開催

社会教
育課

社会教
育課

文化ス
ポーツ
課

80
放課後子供教
室の実施

保育課

81

パパ・ママ応
援ショップ事
業の実施

子ども
支援課

社会教
育課

文化ス
ポーツ
課

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1
子育て支援サポー
ター登録者数

保育課 H27年度 0人 H31年度
50人

(累積数)
H30年度

21人
(累積数)

D 延べ登録者数

2

防災訓練事業にお
ける子育て世帯の
参加者数

危機管
理課

H27年度 0人 H31年度
200人/
年度

H29年度
約200人/

年度
A

「子育てでつながろう
MiNiフェスタ」来場者
のうち、防災啓発事業
参加人数

3

家庭教育支援事業
における委託家庭
教育学級及び自主
家庭教育学級延べ
参加者数の増

子ども
支援課

H27年度
2,223人
(延べ数)

H31年度
2,400人
(延べ数)

H29年度
1,742人
(延べ数)

E 子ども支援課による

4
母子愛育会会員研
修会参加率の増

子ども
支援課

H26年度 64.4% H31年度 68%
H30年11月
30日時点

82.00% A 子ども支援課による

5
公民館子ども向け
講座参加者数の増

社会教
育課

H27年度
117人/
年度

H31年度
140人/
年度

H30年11月
30日時点

204人/
年度

A
蓮田市中央公民館によ
る

　体育施設の提供及びイベント
の開催を継続します。また、ス
ポーツ・レクリエーション指導
者の研修等を支援します。

82
地域の教育力
の向上

　妊娠届時や転入時に母子愛育会
の説明をし、入会を促しました。
また、両親学級や健診等でも周知
を行いました。各地区の活動時に
地区担当保健師等が出向き、助言
協力を行いました。

 平成30年広報2月号に、小学校特
別教室利用団体登録受付の記事を
掲載し、周知を図りました。

79

校庭開放など
学校施設の活
用

休日などにおける安全な遊び場づ
くりに向けて、校庭や特別教室の
活用を図ります。

　蓮田市子ども会育成連絡協議会
に補助金を交付し、地域の子ども
会における社会教育の充実を図り
ました。

　子ども支援課窓口や公共施設で
パパ・ママ応援ショップ優待カー
ドの配布やパパ・ママ応援アプリ
の周知を行いました。

地域のスポーツ環境の整備や親子
で参加できるイベントの開催、子
ども会など地域活動の機会を充実
させることで、乳幼児期から自分
の住むまちへの関心を高めます。

　学校体育施設開放を実施しまし
た。市ホームページに利用案内等
を掲載し、周知を図っています。

・総合市民体育館、黒浜公園等の
体育施設を提供しました。
・体育協会やスポーツ少年団の指
導者等の研修会や講習会の開催を
支援しました。
・市民体育祭を平成30年10月21日
（日）に開催しました。

内容 担当課
基準値 目標値

　市内で活動する団体の生涯学
習の機会を支援できるよう今後
も引き続き周知を図るととも
に、より多くの方にご利用いた
だけるよう努めていきます。

 引き続き、放課後子供教室を実
施し、地域住民との交流活動を
推進していきます。また、実施
校の拡大について検討します。

　引き続き学校の協力を得て、
学校体育施設の開放を実施しま
す。

・平成29年12月に冬休み子ども講
座を行い、平成30年7月に夏休み子
ども講座を行いました。
・人間総合科学大学や日本薬科大
学との連携が始まったことや、講
座数を増やしたことにより、講座
参加者数の増加につながりまし
た。
・今年度から講座の受講をイン
ターネットで申込ができるように
しました。

子ども向けの講座などの開催や居
場所づくりに向け、公民館や特別
教室などの活用を図ります。

妊娠・出産し、子育てをしている
地域の人々を会員に迎え、母と子
の健康づくりと子育て支援を目的
に活動している母子愛育会につい
て、活動を周知し、支援を行いま
す。

達成度 算出方法等

　引き続き子ども会を支援し、
地域活動の充実に努めます。

　引き続き、埼玉県と共同でパ
パ・ママ応援ショップ事業の推
進に努めていきます。

　今後も人間総合科学大学や日
本薬科大学と連携し、事業を進
めていきます。

　今後も、引き続き、活動の周
知や支援を行います。

現状値

中学生までの子ども、または妊娠
中のかたがいる家庭を応援するた
め、店舗等で割引などの特典が受
けられるパパ・ママ応援ショップ
事業を埼玉県と共同で実施しま
す。

放課後や週末に小学校の教室など
を活用し、地域のかたが指導者や
ボランティアとして参加して、子
どもたちとのスポーツ・文化活
動、地域住民との交流活動などを
実施します。

　放課後の教室などを活用し、地
域のかたが指導者やボランティア
として参加し、子どもたちとのス
ポーツ・文化活動、体験学習など
の地域住民との交流活動を黒浜南
小学校・平野小学校・黒浜小学
校・蓮田北小学校で実施しまし
た。
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３　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

⑤　教育環境の充実

事業名 担当課

83

小・中学校普
通教室エアコ
ン整備事業

教育総
務課

84

小中一貫教育
モデル校指定
事業

学校教
育課

85
情報化推進事
業

学校教
育課

86

地域ぐるみの
子ども安全推
進事業

学校教
育課

87

一人ひとりを
大切にした教
育の充実（学
力の向上）

学校教
育課

88
健康教育の推
進

学校教
育課

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

基 本 目 標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

　普通教室のエアコン利用状況
調査等を実施し、児童・生徒の
学習環境を向上させるため、今
後も引き続き適切なエアコンの
運用に努めてまいります。

教育委員会より研究委嘱を行い、
指導法の改善等の研究成果を市内
小・中学校に広めることにより、
学力の向上を図ります。

　11月2日（金）に「蓮田市教育
の日」として、研究委嘱校の蓮田
南小学校（体育）、蓮田中学校
（体力向上）、黒浜西中学校（総
合的な学習の時間）が研究発表を
行いました。

　蓮田市教育委員会の指導主事
が計画的に学校訪問を行い、指
導・支援を行うと共に研究成果
を市内小・中学校に広めていき
ます。
　市内の学校の研究委嘱を今後
も継続して行っていきます。

・学校は常に安全意識を高め、
スクールガード・リーダーとの
連携を密にし、児童・生徒の安
全を見守る体制を一層整備しま
す。
・危機管理課との連携を図り、
安心・安全な市の環境整備に努
めます。

・小学校区毎にスクールガード
リーダーを1名委嘱し、教職員・
保護者・学校応援団・防犯推進員
による防犯パトロール等を行いま
した。
・各学校への防犯標語の募集や、
子どもの声による防犯啓発放送を
継続し、防犯意識を向上させるこ
とで、地域防犯体制の確立に努め
ました。

登下校時の児童・生徒の安全を確
保するため、学校とスクールガー
ド・リーダーを中心とした見守り
活動の組織等の連携により、地域
防犯体制の確立に努めます。

すべての児童・生徒が情報を主体
的に収集・選択・活用・発信し、
豊かな創造性と応用力を育成でき
るようにするために、情報教育の
充実に努めます。

小中一貫教育モデル校を指定し、
小中一貫教育推進のための研究、
実践を行い、その成果を市内に広
めます。

　小・中学校情報教育機器の各種
研修会の実施（備品管理台帳研
修、校務支援システム研修、通知
表作成研修）を実施し、平成30年
12月に指導要録作成研修・年度移
行研修を実施しました。

　平成29年6月1日より全校一斉稼
働を開始し、初めて冬期暖房のエ
アコンによる運用を実施しまし
た。

児童・生徒が安全で快適な生活を
送ることができるようにするた
め、教育環境の向上に努めます。

　今後も研修会を継続すること
で、教職員のICTリテラシーの向
上を図り、授業の理解度を高
め、校務負担の軽減を一層推進
するよう努めます。

　全ての教科・領域における9年
間を見据えた教育課程の編成、
改善に継続して取り組む必要が
あります。小・中学校での会議
の精選や行事等の調整を図り、
合同研修会や小中教職員の打合
せ時間、教材研究の時間等の確
保に努めます。

　平成26年度より教育課程特例校
の指定を受け、3部会を中心に研
究を進めました。児童生徒の課題
を明確化し、実態に即した教育課
程の編成に取り組んでいます。中
学校の教諭が小学校の算数や英語
の指導を行えるカリキュラムを組
み成果をあげています。

・引き続き体力向上推進委員会
が中心となり、各校で具体的な
実践を行います。
・平成31年1月には第2回の体力
向上推進委員会を実施し、平成
30年度の新体力テストの分析と
来年度への取組に向けた具体的
な議論を進めます。

・平成30年度第1回体力向上推進
委員会を5月24日（木）に開催
し、各小・中学校児童生徒の体
力・健康教育の昨年度の課題と今
年度の取組について協議しまし
た。
・11月2日（金）には蓮田中学校
で体力向上に向けた研究発表や、
蓮田南小学校では保健分野と体育
分野の授業研究を行い、教職員の
授業力向上にも努めました。

各小・中学校での学校保健委員会
の開催や、蓮田市体力向上推進委
員会の開催、新体力テストの結果
などから課題を明らかにし、その
解決に向けた取組を推進します。
また、小・中学校体育連盟の活動
への支援を行います。
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事業名 担当課
№

■ＰＬＡＮ（総合戦略）
■ＤＯ

（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

庶務課

学校教
育課

90
中学校部活動
推進事業

学校教
育課

91

蓮田市中学校
国際親善訪問
団派遣事業

学校教
育課

92
外国語指導助
手招致事業

学校教
育課

93
小学校外国語
活動推進事業

学校教
育課

94

心のホット相
談員の配置
（不登校児
童・生徒への
支援）

学校教
育課

95

農地や林など
を活用した環
境教育の推進

学校教
育課

96
就学援助費の
支給

子ども
支援課

　いじめ問題が生じた場合に、
「いじめ問題調査委員会」を開催
し、関係機関と連携して対策を行
います。
　期間中に問題は発生しませんで
したので、委員会の開催はありま
せんでした。

　いじめ問題月例報告を全小・中
学校に求め、実態把握に努めてい
ます。また、いじめ問題対策連絡
協議会を1回、いじめ問題専門委
員会を1回開催し、いじめ防止対
策を推進しました。

　適正に就学援助を支給しまし
た。また、小学校及び中学校の新
入学にかかる保護者の負担を軽減
するため、新入学児童生徒学用品
費の入学前支給に係る受付を始め
ました。

　市内全小・中学校で、学校農園
の活動に取り組みました。黒浜小
学校、黒浜中学校、黒浜南小学校
等では「総合的な学習の時間」
で、「NPO黒浜沼周辺の自然を大
切にする会」の方から話を聞き、
ともに学習する活動を行いまし
た。

　心のホット相談員を各中学校2
名、市内全体で10名配置し教育相
談体制の充実を図りました。蓮田
市相談員等連絡協議会を5月、7
月、10月の計3回開催し、連携を
深めました。

　今後も、適正な支給に努める
とともに、制度の充実を検討し
ていきます。

　引き続き、学校農園等での体
験活動を充実させていきます。
地域の「自然を大切にする会」
と連携しながら、環境教育を推
進していきます。

　毎月及び毎学期ごとに、活動
状況の報告を受け、指導・支援
を図っていきます。また、2ヶ月
に1回の頻度で、心のホット相談
員・市相談員等による蓮田市相
談員等連絡協議会を開催し、不
登校や問題行動への協議も継続
して行っていきます。

　JETプログラムの外国語指導助
手を6名招致し、各中学校に1名ず
つ配置しました、今年度から新た
に小学校拠点のALTを1名増員しま
した。各中学校区内の小学校にも
週1～2回派遣し、小学校の外国語
活動の充実も図りました。コミュ
ニケーション能力の素地づくり
や、外国語への興味関心の高まり
等、中学校と小学校の英語学習を
円滑に接続する重要な役を担って
います。

　いじめ問題が発生したとき
は、速やかに関係機関との連携
を強化し、実効的ないじめ対策
に取り組み、その後の再発防止
に努めます。

　市内全小・中学校の学校評価
の項目の中にいじめ問題につい
ての項目を盛り込むことによ
り、いじめの早期発見・早期対
応・早期解決に向けた体制づく
りを一層強固なものにします。

　各中学校長の推薦により、埼玉
県スポーツエキスパート活用事業
による部活動外部指導者を市内中
学校に配置し、運動部活動の活性
化に努めました。

　小学校での英語の教科化を踏
まえ、各小学校に1名ずつ、ALT
が配置できるようにしていきま
す。また、質の高い人材の安定
的な確保及びALTを活用した効果
的な授業づくりを一層推進しま
す。教職員の研修会を通して、
子どもが外国語を習得しやすい
指導について共通理解を図る研
修を充実していきます。

　引き続きスポーツエキスパー
ト活用事業の内容を広く周知
し、人材の確保と増員に努め、
部活動顧問の負担軽減が図れる
よう、有効活用していきます。

児童・生徒に寄り添う相談体制を
構築し、心の教育の効果的な推進
と望ましい成長と自己実現への支
援を行うほか、いじめ防止基本方
針に基づき組織を設置し、関係機
関との連携強化や実効的ないじめ
防止対策を総合的に推進します。

　外国語活動サポーターの活動
内容をより周知し、人材確保と
増員に努めます。また、教職員
とALTの連携を深め、外国語の授
業力向上を図ります。指導力向
上の研修を計画的に実施しま
す。

　児童の外国語活動に対する興
味・関心を高めるために、小学校
8校の小学校外国語活動サポー
ターを効果的に活用しています。
また夏季休業中には市内の小・中
学校教職員とALT、外国語サポー
ターが合同で研修会を実施し、指
導力向上を図っています。

市内小学校に外国語活動サポー
ターを配置し、外国語指導助手
(ALT)とともに小学校外国語活動
を推進し、将来、国際的視野に
立って活躍できる人材の育成を図
ります。

市内全小・中学校に外国語指導助
手（ALT）を配置し、中学校英語
教育、小学校外国語活動、国際理
解教育の推進を図るほか、小学校
での英語の正式教科化等を視野に
入れ、英語教育を小・中学校で系
統的に行えるように検討します。

国際社会に対応するため、異文化
に触れることにより国際的視野、
国際感覚を持った人材を育成しま
す。
また、生徒の語学への意欲と興
味・関心を高めます。

　本事業は、蓮田市の国際理
解・国際交流の推進に大変重要
な役割を果たしているので、今
後も継続し、より多くの中学生
を派遣できるようにしていきま
す。

　市内5校から19名の中学1年生～
3年生を、10回の事前研修後、7月
29日（日）～8月6日（月）まで
オーストラリア・クイーンズラン
ド州ゴールドコースト市へ派遣し
ました。マジュラバ、アランデル
両州立小学校における授業体験や
5泊の現地家庭でのホームステイ
等を体験しました。

心の教育・教
育相談体制づ
くり

89

生徒の体力の向上及び心の健全育
成を目指し、市内全5校に部活動
外部指導者を配置し、質の高い専
門的な技術指導により、部活動の
活性化を図ります。

小・中学校に通学している児童・
生徒の家庭のうち、経済的理由に
より就学困難な児童・生徒を対象
として義務教育が円滑に受けられ
るように、学用品費、修学旅行
費、学校給食費、医療費等の一部
を補助します。

農地や林、沼地などの活用を図
り、子どもたちが自然の営みに触
れ、体験できる環境教育を推進し
ます。

早期に家庭訪問などを積極的に行
うとともに、心のホット相談員な
どを配置するなど相談体制の充実
を図ります。
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事業名 担当課
№

■ＰＬＡＮ（総合戦略）
■ＤＯ

（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

97
交通指導員の
配置

自治振
興課

関係各
課

社会福
祉協議
会

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1

スクールガード・
リーダー活動回数
の増

学校教
育課

H26年度
570回/
年度

H31年度
600回/
年度

H30年度
671回/
年度

A
各小学校からの毎月の
報告による

2

小学6年生ボール
投げ男女平均飛距
離の増

学校教
育課

H27年度 21.98m H31年度 22.20m H30年度 25.14m A
H30年度の新体力テス
トの結果による

3

中学3年生に占め
る英語検定3級合
格者の割合の増

学校教
育課

H26年度 51.9% H31年度 55% H30年度 44.90% E
英語教育実施状況調査
の各学校の回答による

達成度 算出方法等内容 担当課
基準値 目標値 現状値

　法律や人権、育児、家庭児童、
消費生活・多重債務、高齢者、障
がい者等についての各種相談事業
を関係各課において実施しまし
た。

　心配ごと相談員が、住民の生活
上の相談に包括的に応じ、市民
サービスの向上に努めました。

　今後も継続して各種相談事業
を実施することで、相談体制の
充実を図ります。

　今後も広く生活上の相談に応
じる窓口として、相談体制の充
実を図ります。

　児童の登校時など歩行者の安全
を確保するため、交通指導員を市
内小学校の通学路など主要な交差
点に配置し、歩行者の交通事故防
止に努めました。

　立哨指導のほか、交通安全教
室等を通じ、交通安全思想の普
及啓発を図ります。

法律から育児、教育、消費生活、
心配ごとまで、あらゆる相談を受
け付けます。

相談事業98

主に小学校の登校の交通安全を図
るため、市内通学路の交差点など
に交通指導員を配置します。
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３　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

⑥　ワーク・ライフ・バランスの推進

事業名 担当課

庶務課

商工課

商工課

子ども
支援課

商工課

子ども
支援課

商工課

子ども
支援課

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1

女性の就業率（30
～39歳）の向上
（再掲）

商工課
庶務課

H22年
10月1日

60.4%
H32年

10月1日
60.4％
以上

H27年
10月1日

65.2％ A 国勢調査による

　児童扶養手当の現況届時に、子
ども支援課窓口付近に、公共職業
安定所の職員による相談スペース
を設置しました。

　今後も、同様に公共職業安定
所と協力して、就職相談事業の
実施を検討していきます。

　父親学級を開催し、妊娠・出
産・子育てに関する意識・知識の
普及に努めました。

　今後も、継続して事業を実施
していきます。

・ハローワークやその他就業支援
関係各所と連携し、求人情報及び
関連資料を就業支援関係専用ラッ
クへ配架またはホームページで情
報提供を行いました。
・商工課窓口でハローワークの求
人情報を検索できるハローワーク
オンライン提供を行いました。

　今後も関係機関と協力しなが
ら求人情報等の資料提供を行っ
ていきます。

　男性の育児休業の取得支援に関
する情報資料等を、就業支援関係
専用ラックへ配架またはホーム
ページで情報提供を行いました。

　今後も、男性が子育てに参加
しやすい気運を醸成できるよう
情報提供等を行っていきます。

・平成30年1月に“男女共生を考
える～子ども達が考える男女共生
社会とは？～”をテーマに「ぱす
てる（第19号）」を発行しまし
た。
・同じく平成30年1月20日（土）
に「働く女性のライフステージと
健康」をテーマに女性活躍推進セ
ミナーを開催しました。
・平成30年11月30日（金）に「女
性活躍推進セミナー」を開催しま
した。

・「ぱすてる(第20号)」の発行
に向けて、編集員とともに取り
組んでいきます。
・引き続き男女共同参画社会の
実現に向けて各種団体と連携し
ながら事業を進めていきます。

　特に実績はありません。
　育児休業制度、育児休業給付
制度について、必要に応じて制
度周知を図っていきます。

　平成30年11月30日（金）に庶務
課と連携し、女性活躍推進セミ
ナーを開催しました。

　今後も庶務課と連携し、セミ
ナーを開催していきます。

　育児休業制度及び育児休業給付
制度に関する情報資料等を就業支
援関係専用ラックへ配架または
ホームページで情報提供を行いま
した。

　今後も情報提供を行い、制度
の普及定着に努めます。

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

基 本 目 標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

育児休業制度、育児休業給付制度
の普及定着を図ります。

育児休業制度
の普及促進

100

男女共同参画社会づくりを推進す
る意識啓発事業として、蓮田市男
女共生情報誌「ぱすてる」の発
行、男女共同参画セミナー等の開
催を行います。

男女共同参画
社会づくり事
業

99

男性を対象とした家庭生活能力を
高める機会の充実を図るととも
に、父親が子育てに参加しやすい
環境の整備を促し、男性も育児休
業を取得できるような機運の高揚
を図ります。

男性の子育て
参加の促進

102

出産や育児などにより退職した女
性の再就職を支援するために、公
共職業安定所など関係機関と協力
しながら求人情報などの資料の提
供を図ります。

再就職・再雇
用の情報提供

101

達成度 算出方法等内容 担当課
基準値 目標値 現状値
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４　時代に合った地域をつくり、健康で安心・安全なくらしを守る

①　高齢者等が安心して暮らせる社会づくり

事業名 担当課

103

救急ワークス
テーション整
備事業

消防課

104

超低床ノンス
テップバス導
入促進事業

都市計
画課

105
地域救急医療
体制の充実

健康増
進課

107

高齢者見守り
支援ネット
ワーク事業

在宅医
療介護
課

関係各
課

社会福
祉協議
会

　今後も継続して各種相談事業
を実施することで、相談体制の
充実を図ります。

　今後も広く生活上の相談に応
じる窓口として、相談体制の充
実を図ります。

消防署から救急自動車と救急救命
士を含めた救急隊を病院に派遣
し、病院内で研修を行いながら救
急出動が可能な状態を維持しま
す。

　平成29年度に5か月間救急ワー
クステーションを試験導入し、平
成30年度から本格運用を開始しま
した。

　引き続き、救急ワークステー
ションを実施し、病院との連携
を図り、救急業務の向上につな
がるよう努めます。

市民が必要なときに必要な保健医
療サービスを受けられるよう、休
日等における急病者の医療を確保
するとともに、病院及び有床診療
所が輪番制で救急患者の診療を行
う病院群輪番制病院運営事業や小
児救急医療を実施します。

・休日急患診療業務を蓮田市医師
会に委託し、実施しました。
・県東部北地区において病院群輪
番制病院運営事業や小児救急医療
支援事業に対して支援しました。

　引き続き、市民が必要な時に
必要な保健医療サービスを受け
られるよう事業を進めます。

　引き続き、超低床ノンステッ
プバスの導入に向け、バス会社
と協議を進めます。

地域全体で高齢者を見守り、在宅
の高齢者が家族や地域から孤立す
ることを防止し、日常生活におけ
る問題を早期に発見し、住み慣れ
た地域で安心した生活を確保でき
るように支援します。

　現在の参加団体数85団体。8月
から11月にかけて、第1～第5民生
委員・児童委員協議会にて地域ケ
ア会議を実施。10月に高齢者見守
り支援ネットワーク会議を開催
し、63名参加しました。

　今後、ネットワーク参加団体
のさらなる拡充を目指し、連携
を強化し、支援を必要とする高
齢者を見逃すことのないネット
ワークを構築していきます。

　今後も医師会をはじめとする
医療・介護関係機関・団体や近
隣市町とより一層の連携を図り
ながら進めていきます。
　特に、医療・介護関係者の情
報共有の支援や医療機関と訪問
看護ステーションとの連携推進
等を進めていきます。
　また、市民が在宅医療・介護
を選択できるための環境整備と
意識啓発を進めていきます。

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

基 本 目 標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

98
(再)

路線バスの利便性と快適性を向上
させるため、バリアフリー化を推
進することを目的に、超低床ノン
ステップバスの導入促進を図りま
す。

　平成30年度は、朝日自動車株式
会社において超低床ノンステップ
バス4台の更新が行われることと
なり、これに対して市は助成を行
いました。

　法律や人権、育児、家庭児童、
消費生活・多重債務、高齢者、障
がい者等についての各種相談事業
を関係各課において実施しまし
た。

　心配ごと相談員が、住民の生活
上の相談に包括的に応じ、市民
サービスの向上に努めました。

法律から育児、教育、消費生活、
心配ごとまで、あらゆる相談を受
け付けます。

相談事業

106

在宅医療・介
護の連携体制
の充実

在宅医
療介護
課

　平成29年12月に、久喜市、白岡
市、宮代町と協定を締結し、平成
30年4月に南埼玉郡市医師会内及
び（独）国立病院機構東埼玉病院
内に在宅医療サポートセンターを
設置しました。在宅医療サポート
センターでは、在宅医療・介護に
関する相談に対応するほか、切れ
目のない在宅医療と介護の体制整
備構築に関する検討等を進めてい
ます。
　また、白岡市、宮代町と共同
で、(独)国立病院機構東埼玉病院
等の協力のもと、医療・介護関係
者連携会議、研修会をそれぞれ3
回実施するとともに、平成30年1
月に作業部会を2部会新たに設置
して連携に必要な検討を進めてい
ます。
　さらに、在宅医療・介護を選択
できるよう市民啓発事業として、
出前講座を23回、出前相談を10回
実施しました。また、11月には在
宅医療推進フォーラムを実施し、
450名が参加しました。

医療と介護の両方を必要とする状
態の高齢者が、住み慣れた地域で
自分らしいくらしを人生の最期ま
で続けることができるよう、在宅
医療と介護を一体的に提供するた
めに、環境整備及び必要な支援を
関係機関と連携しながら行いま
す。
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事業名 担当課
№

■ＰＬＡＮ（総合戦略）
■ＤＯ

（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

108

ひとり暮らし
高齢者等見守
り事業

社会福
祉協議
会

41
(再)

はすだ地域支
えあいサービ
ス

社会福
祉協議
会

109

ふれあいいき
いきサロンの
運営

社会福
祉協議
会

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1
救急車現場到着所
要時間の削減

消防課 H26年度 8分48秒 H31年度 8分以内 H29年 8分42秒 E 消防統計に基づく

2
訪問診療による在
宅療養患者数の増

在宅医
療介護
課

H25年 117人 H31年 200人 H29年度 198人 B
在宅医療・介護資源実
態調査による

3

高齢者見守り支援
ネットワーク構成
団体数の増

在宅医
療介護
課

H25年度
53団体

(累積数)
H31年度

75団体
(累積数)

H29年度
85団体

(累計数)
A

ネットワーク参加団体
数による

4

ふれあいいきいき
サロン延べ利用者
数の増

社会福
祉協議
会

H25年度
16,465人
(延べ数)

H31年度
18,500人
(延べ数)

H29年度
34,729人
(延べ数)

A
各サロンに実績報告を
依頼し実績を集計した
ことによる

達成度 算出方法等内容 担当課
基準値 目標値 現状値

住み慣れた地域で暮らす高齢のか
たと住民のかたが、自宅から歩い
ていける場所に気軽に集い、ふれ
あいを通して生きがいづくり・仲
間づくりの輪を広げる集いの場を
運営します。

　サロン実施者の連絡会を開催
し、研修や情報交換等を行ってい
ます。また、各サロンに対し運営
費や年末年始事業費の助成をする
など、運営や新規開設等の支援を
行っています。平成30年12月1日
現在、市内41地区でサロンが開催
されています。

　今後もサロン連絡会の開催や
運営費の助成等を通じて、積極
的にサロン活動の充実が図れる
よう支援します。

　今後も継続して安定的なサー
ビスを提供するため事業のPRを
行うとともに、協助会員の充足
やスキルアップのための研修
会・情報交換会を実施し、事業
の充実に努めます。

　今後も継続して安定的なサー
ビスを提供するために事業のPR
を行うとともに、見守り協力員
の充足やスキルアップのための
研修会や情報交換会を実施し、
事業の充実に努めます。

　協助会員（協力者）の研修会・
情報交換会を開催しサービスの向
上に努めました。また、地域サ
ポーター養成講座受講者が新たに
協助会員となり、平成30年12月1
日現在、協助会員は計81名となり
ました。利用会員（利用者）125
世帯で活動しています。

　見守り協力員の研修会・連絡会
を開催し、民生委員との意見交換
や情報交換等を行うなどサービス
の向上に努めました。また、地域
サポーター養成講座受講者が新た
に見守り協力員となり、平成30年
12月1日現在、見守り協力員は29
名となりました。利用者43世帯に
訪問しています。

高齢者のかたや、障がいのあるか
た、病気・産前産後などで一時的
にサービスの必要なかたに対し
て、掃除、洗濯、食事の支度など
家事をお手伝いします。

社会福祉協議会に登録した見守り
協力員と民生委員・児童委員が、
月2回75歳以上の高齢者世帯を訪
問することにより、ひとり暮らし
の高齢者のかたなどが、住み慣れ
た地域で安心・安全に生活できる
ことを目的とします。
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４　時代に合った地域をつくり、健康で安心・安全なくらしを守る

②　生涯を通じた健康の確保

事業名 担当課

110
生涯学習推進
事業

社会教
育課

111

スポーツ・レ
クリエーショ
ン普及事業

文化ス
ポーツ
課

112 心の健康相談
健康増
進課

113 がん検診事業
健康増
進課

114

特定健康診
査、特定保健
指導

健康増
進課

各種講座・教室を開催し、ガイド
ブックや団体情報誌による情報提
供及び人材バンク制度のPRを行
い、登録の推進を図るとともに、
各種講座の講師としての積極的活
用を図り、団塊世代等の社会参加
を促進します。

スポーツ推進委員を中心に、市民
ニーズに応じて、市民体育祭をは
じめとする各種スポーツイベント
や教室を開催するとともに、より
良いスポーツ環境づくりのため、
スポーツ推進委員の研修等を充実
させ、指導者の育成に努めます。

　もっと元気体操教室、ウォーキ
ング教室、体幹トレーニング教
室、ハイキング教室、さいかつ
ぼーる体験教室および市民体育祭
を実施しました。

　引き続き、各種スポーツイベ
ントや教室を開催し、スポー
ツ・レクリエーションの普及を
図ります。
　また、参加者が増えるよう実
施内容や周知方法を検討し、事
業の充実に努めます。

　各種講座・教室の開催や人材
バンク制度を活用した社会参加
の促進により、生涯学習事業の
推進を図っていきます。

・生涯学習活動を行っている団体
の情報を集めた「生涯学習団体情
報誌」を平成30年7月に発行、イ
ベント等の学習機会の情報を集め
た「生涯学習ガイドブック」を3
月と9月に発行し、広く市民に周
知を図りました。
・平成30年3月17日（土）、18日
（日）に人材バンク登録者を講師
とし、中央公民館を会場とした
「"学びま専科"1日講座」を開催
しました。

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

基 本 目 標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

精神保健福祉士及び保健師による
心の健康に関する相談や一人ひと
りが心の健康について考える機会
として心の健康講座等を実施し、
正しい知識の普及と意識の啓発に
努めるほか、自殺予防の啓発を行
います。

・窓口、電話による保健師の精神
保健相談（随時）を実施しまし
た。平成30年3、6、9月には精神
保健福祉士による心の健康相談
（予約制）を実施しました。
・平成30年2月1日（木）にこころ
の健康講座及びゲートキーパー養
成講座を実施しました。
・平成30年9月6日（木）に蓮田駅
前にて、自殺予防街頭キャンペー
ンを実施しました。

　今後も、市民の心の健康相談
を受ける機会として精神保健相
談を継続するとともに、適切な
相談窓口の周知などを図り、関
係機関と連携強化に努めます。
　また、心の健康及び自殺予防
への正しい知識の普及を目的と
した、こころの健康講座・自殺
予防街頭キャンペーンを継続実
施します。

がん予防重点教育及びがん検診実
施のための指針により、各種がん
検診を個別検診と集団検診の併用
で実施し、早期発見早期治療につ
なげるとともに、がん検診推進サ
ポーターを養成し、地域でのがん
予防の推進を図ります。

・40歳以上の対象者に対し、がん
検診勧奨通知を封書にて送付しま
した。
・40歳～69歳までのがん検診未受
診者へ再勧奨はがきを送付しまし
た。
・集団検診と個別検診を実施し、
対象者が選択して受診できるよう
にしました。
・若年層のがん予防意識及び受診
率向上を図るため、託児付きの集
団検診や乳がん自己触診法の普及
を目的とした講座を開催しまし
た。
・精密検査未受診者への受診勧奨
通知を郵送しました。

　受診率が比較的高い世代に加
え、若い世代や子育て世代のが
ん予防意識の向上を図るため、
今後は他課との連携や周知方法
を見直し、講座や検診の実施体
制の改善を行います。
　また、今後も乳がんの自己触
診法の周知や、がん予防・受診
方法の情報提供を広く行ってい
きます。

第2期特定健康診査等実施計画に
基づき、特定健康診査・特定保健
指導を行うとともに、受診しやす
い環境を整備するほか、特定健康
診査受診者が生活習慣改善や医療
受診につながるよう支援し、生活
習慣病の予防を図ります。

・特定健診を平成30年6月1日から
11月30日まで実施しました。
・若年層の受診率の向上を目的
に、初めて対象者となった40歳の
方に対してPRチラシを同封しまし
た。また、はすだ市民まつり等の
イベントにて啓発品を配布しまし
た｡
・今年度から、過去の受診歴等を
踏まえ、対象者に応じた内容で勧
奨通知を送付しました。

・今後も､特定健診の周知や受診
率向上のために事業を継続実施
するとともに適宜､実施内容の見
直し等を行います｡
・特定保健指導については、委
託事業者及び市の保健師や管理
栄養士が実施することにより、
特定保健指導を受ける機会を増
やし、生活習慣病の予防につな
がるよう努めてまいります。
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事業名 担当課
№

■ＰＬＡＮ（総合戦略）
■ＤＯ

（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

115

健康はすだ２
１（健康増進
計画）推進事
業

健康増
進課

長寿支
援課

在宅医
療介護
課

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1
人材バンク登録者
数の増

社会教
育課

H26年度
63人

(延べ数)
H31年度

90人
(延べ数)

H30年11月
30日時点

58人
(延べ数)

E 社会教育課による

2
各種スポーツイベ
ント参加者数の増

文化ス
ポーツ
課

H26年度
2,468人/

年度
H31年度

2,700人/
年度

H29年度
217人/
年度

E

文化スポーツ課による
（平成29年度は雨天に
より市民体育祭が中
止）

3

老人クラブ連合会
主催事業延べ参加
者数の増

長寿支
援課

H26年度
393人/
年度

(延べ数)
H31年度

660人/
年度

(延べ数)
H29年度

502人/
年度

(延べ人
数)

D
老人クラブ連合会から
の報告による

健康はすだ２１（第２次）計画に
基づき、健康づくり推進員と協力
し、「健康はすだ　いきいき　10
か条」などに取り組み、市全域で
健康づくり運動を推進します。

・健康づくり推進員連絡会議を開
催し、健康はすだ21（第2次）改
定版の策定を進めました。
・健康づくり推進員は、市民一人
ひとりが健康になるための取組に
ついて検討し、具体的な行動計画
を立て、実践しました。
・健康はすだいきいき10か条の第
3条「休養、こころの健康」につ
いてのリーフレットを作成し、市
民に配布しました。

・今後も健康づくり推進員連絡
会議を実施し、健康づくり推進
員の育成、市民に向けて健康情
報を発信します。
・健康はすだ２１（第2次）計画
の改定版を推進し、さらなる健
康づくりの取組みを地域で展開
していきます。
・健康寿命の延伸に向けて、各
種健診（検診）、健康教育、健
康相談等の保健事業の充実を図
ります。

116

達成度 算出方法等内容 担当課
基準値 目標値 現状値

高齢者からの各種の相談に応じ、
健康の増進、教養の向上、話し合
いやレクリエーションの場を提供
するとともに、高齢者福祉計画に
基づき、老人クラブが行う教養講
座やスポーツ親交のための事業、
敬老を祝う事業等の推進を図りま
す。

　蓮田市老人クラブ連合会の活動
に対して事務局として支援を行い
ました。また、自治会を単位とす
る地域敬老会の開催の支援を行い
ました。

　地域包括支援センターでは、各
種介護予防事業を実施したほか、
高齢者に関する保健・医療、認知
症、介護保険、各種福祉サービ
ス、権利擁護、高齢者虐待、生活
等に関する相談に対して、電話や
窓口、訪問により対応しました。

　老人クラブと連携・協力し、
グラウンドゴルフ大会やスポー
ツ吹き矢大会などの実施や寿大
学を共催し、教養の向上、健康
増進、話し合いやレクリエー
ションの場を提供するなどの機
会を設け、高齢者の生きがい支
援を行っていきます。

　高齢者が住み慣れた地域で自
立し、その人らしい生活が続け
ていけるよう、心身の健康保
持、介護予防、認知症予防等の
支援を行っていきます。また、
高齢者の総合相談窓口として、
充実強化に努めていきます。

高齢者の生き
がい支援事業
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③　多様な主体による時代に合った地域づくり

事業名 担当課

117

ハストピアサ
ポーターズ事
業の推進

文化ス
ポーツ
課

118
自治会活動へ
の支援事業

自治振
興課

119

コミュニティ
活動への支援
事業

自治振
興課

120
ＮＰＯ・市民
活動支援事業

自治振
興課

121
市民協働推進
事業

自治振
興課

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1
ハストピアサポー
ターズ登録者数

文化ス
ポーツ
課

H27年度 0人 H31年度
70人

(累積数)
H30年12月
1日時点

49人
(累積数)

C
平成30年12月1日現在
の会員数による

2 ＮＰＯ法人数の増
自治振
興課

H26年度
10法人

(累積数)
H31年度

15法人
(累積数)

H30年度
15法人

(累積数)
A

平成30年11月22日現在
市町村別NPO法人数に
よる

蓮田市総合文化会館事業を市民組
織（ハストピアサポーターズ）と
協働で推進するとともに、新たな
担い手として、人材の育成・支援
等を行います。また、この活動を
通じ、世代間交流・他分野交流を
推進します。

自治会活動の活性化を図るため、
蓮田市自治連合会が行う事業に対
して支援を行います。
また、自治会活動の拠点となる自
治会館等の施設の建築費、補修費
の一部を助成します。

　自治連合会の各種事業に対し補
助金を交付しました。
　また、6つの自治会に自治会館
の改修・補修工事費等を助成しま
した。

　自治連合会に対して現状の支
援を継続して行っていきます。
　自治会館等の施設の建築費、
補修費の助成については、希望
自治会に応じて今後も実施して
いきます。

　今後もハストピアサポーター
ズ講座を開催し、人材の発掘及
び人材の育成を行っていきま
す。

　平成30年7月にハストピアフェ
スティバルが開催され、ダンスと
バンドの祭典をハストピアサポー
ターズが企画・運営し、地域交
流・世代間交流の場を提供しまし
た。

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

基 本 目 標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

内容 担当課
基準値 目標値

コミュニティづくりの推進に必要
な活動の支援を行います。
また、ふるさと水辺ウォークや花
いっぱい運動など既存事業の充実
を図ります。

　蓮田市コミュニティづくり推進
協議会が行う活動に対して補助金
を交付しました。平成30年5月に
ふるさと水辺ウォーク、6月と11
月に花いっぱい運動を実施し、10
月には市民体育祭の会場において
車いす体験の共助社会づくり啓発
イベントを行いました。

　蓮田市コミュニティづくり推
進協議会が行う活動に対し、継
続して支援を行い、事業の充実
を図っていきます。

達成度 算出方法等

　活動拠点を設置している市民
活動ひろばの運営等を支援して
いくため、管理運営に協力する
市民活動サポーター団体を増や
していきます。

　関係機関と連携し、自治会加
入者数の増加を図っていきま
す。

NPO・市民活動の活性化を図るた
め、西新宿会館内に活動拠点を設
置している「市民活動ひろば」の
運営等を支援します。

　市民活動ひろばに印刷機とコ
ピー機を設置し、NPOや市民活動
団体等の運営を支援しました。

市民が主体の新たな市民活動が市
民と行政との協働事業につながる
ように、市が積極的に支援し、各
種市民活動団体との協働を推進し
ます。

　自治連合会の総合治水対策推進
部会は、平成30年10月に道路課や
下水道課との意見交換を行い、治
水対策の課題について具体的に協
議しました。また、11月に地域力
強化合同研修の開催をサポート
し、加入促進活動について、市内
先進自治会の発表などを行いまし
た。

現状値
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④　安心して暮らせる防災のまちづくり

事業名 担当課

危機管
理課

みどり
環境課

建築指
導課

みどり
環境課

下水道
課

124

防災備蓄倉庫
の整備と資機
材の整備

危機管
理課

125
自主防災組織
の育成

危機管
理課

126
情報伝達体制
の整備

危機管
理課

122
空き家対策事
業

空き家の実態調査を行い、調査結
果に基づき空き家対策を実施する
とともに、関係団体と連携し空き
家等の適正管理を推奨します。ま
た、不動産関係業者等と連携し空
き家の利活用を図ります。

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

基 本 目 標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

　「空き家実態調査」により問題
有とされた空き家や、市民から相
談があった空き家について、所有
者に対し適切な管理を促しまし
た。

　今後も管理に問題がある空き
家所有者に対して、適切な管理
を促していきます。

123

自然エネル
ギー活用シス
テム設置費補
助金交付事業

市民の自然エネルギー利用を積極
的に支援するため、住宅用の太陽
光や雨水貯留設備等を設置した者
に対し補助金を交付し、災害等の
非常時の備えとして設置していた
だけるよう周知します。

　太陽光発電システムについては
25件、雨水貯留設備については1
件の申請があり、補助金の交付手
続きを行いました。

　今後も自然エネルギーの利用
を推進していきます。

　公共下水道供用開始区域内にお
いて、浄化槽から公共下水道への
切り替えの際に不要となる浄化槽
を雨水貯留施設へと変更を促すPR
パンフレットを設置し、啓発を行
いました。

　今後も、事業推進のための啓
発に努めます。

災害時に自助・共助による初動体
制を整備するため、自主防災組織
の育成や各種防災に関する研修会
や防災訓練の支援を行い、災害に
強いまちづくりを推進します。

　各自主防災組織が行う防災訓練
事業や防災館等の施設を活用した
防災研修事業の実施を促しまし
た。また、県自主防災組織リー
ダー養成指導員を自治会に派遣す
る出前講座を複数回行いました。
さらには、防災訓練及び防災資機
材の購入に対する補助事業を継続
することに加え、防災士の資格取
得に対する補助事業を展開し、自
主防災組織への支援を強化しまし
た。
　自主防災組織は平成29年度に1
団体、平成30年度に2団体増え、
現在39団体となっています。

　平成31年1月に「自主防災組織
リーダー養成講座」、2月に「防
災の備えシンポジウム」を開催
します。今後も、自主防災組織
協議会及び県自主防災組織リー
ダー養成指導員との連携を緊密
にし、地域における防災リー
ダーの育成に努めていきます。

防災行政無線の維持管理を行い、
難聴区域の解消に努めるととも
に、安心安全メールの登録者数拡
大を図ります。また、「衛星系防
災行政無線施設再整備事業」を実
施し、埼玉県との相互連絡体制を
構築します。

　メールを使った、定期的な「職
員参集訓練」を実施し、災害時に
おける職員への連絡手段の確保に
努めました。また、国のJアラー
トを活用した防災無線及び安心・
安全メールの訓練を行いました。

　今後も「安心・安全メール」
の登録者数拡大のための啓発を
行っていきます。また、「防災
行政無線確認ダイヤル」の利用
を促進し、防災無線の難聴区域
居住者に対応していきます。

災害時に備え、公共施設等に防災
備蓄倉庫の整備を図り、防災資機
材、食糧、毛布等を計画的に配備
します。

　防災倉庫の点検作業を行い、在
庫確認等を実施しました。災害用
備蓄食料については、今年度購入
予定5,000食のうち、3,600食を購
入しました。

　今後も防災資機材や生活物資
などを計画的に整備していきま
す。

　管理不全の空き家の土地所有者
に対して電話、文書などの手段に
より土地の管理依頼を行いまし
た。

　危機管理課と調整を行い、各種
対応を行いました。

　今後も適正な管理の推進を空
き家所有者に促していきます。

　空き家所有者に対して適正管
理を促していきます。
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事業名 担当課
№

■ＰＬＡＮ（総合戦略）
■ＤＯ

（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

127

公共建築物等
の耐震補強整
備事業

建築指
導課

128

遠隔地自治体
（長野県松川
町）との災害
支援体制の充
実

危機管
理課

129
排水路施設等
整備事業

道路課

130
導水管、配水
管更新事業

水道課

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1
雨水貯留施設設置
補助数の増

みどり
環境課

H27年度 2件/年度 H31年度 10件/年度 H30年度 1件/年度 E みどり環境課による

2
地域における防災
訓練参加者数の増

危機管
理課

H25年度
1,445人/

年度
H31年度

1,900人/
年度

H29年度
2,800人/

年度
A

地域における防災訓練
参加者及び防災館等の
施設を活用した防災研
修参加者による

3
公共建築物耐震化
の完了

建築指
導課

H27年度
97%

(累積値)
H32年度

100%
(累積値)

H30年度
98%

(累積値)
D 建築指導課による

内容 担当課
基準値 目標値

東日本大震災等を踏まえ、避難所
に指定されている施設等の耐震化
を推進します。
また、市内の既存木造住宅の耐震
化を推進するため、耐震診断及び
耐震改修の支援を行います。

　避難所に指定されている関山分
館の耐震補強工事（平成31年1月
完成予定）を実施しています。
　また、市内の既存木造住宅の耐
震診断2件、耐震改修1件に対し補
助金の交付をしました。

　平成31年度にシルバー人材セ
ンターの新築工事を行う予定で
す。
平成31年度以降も市内の既存木
造住宅の耐震改修補助、耐震改
修補助を予定しています。

達成度 算出方法等
現状値

災害に強い上水道施設の整備を実
施するため、既設導水管・既設配
水管などについて、耐用年数と
「健全な上水道事業の経営」を考
慮しながら、計画的に管路の更新
事業を進めます。

・国庫補助事業として重要管路の
更新事業に着手、平成30年度施工
分を実施しています。
また、平成31年度施工分につい
て、設計業務を実施しています。
・椿山地内、貝塚地内における更
新事業について、設計業務を実施
しています。

・更新事業を継続的に実施する
ため、次年度以降に行う事業の
準備を進めていきます。
・重要管路更新事業について、
計画的に管路の更新を進めてい
きます。

・引き続き島田落し水路の切り
回し工事を実施します。
・継続的に市内の排水路、遊水
地の維持管理を実施します。

　今後も、災害時における支援
体制の充実に取り組んでいきま
す。

・黒浜調整池の整備時に支障とな
る島田落し水路の一部切り回し工
事を実施しています。
・市内の排水路、遊水地の維持管
理を実施しています。

　昨年に引き続き、松川町の防災
訓練に参加しました。また、平常
時から担当者間の連絡を心がける
ことで、相互協力体制の強化を図
りました。

大雨に対応できるよう準用河川及
び排水路の補修・改修及び調整池
の整備を進めるほか、継続的に排
水路及び遊水池の除草や浚渫を実
施します。

災害時における応援対策及び復旧
活動に万全を期すため、復旧･復
興に関連するあらゆる担当(避難
所運営･給水･防疫･文教等)が円滑
に連携できるように、平常時から
交流を図り、相互協力体制を構築
します。
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⑤　安心して外出できる環境の整備

事業名 担当課

131

幹線道路及び
生活道路歩道
バリアフリー
事業

道路課

132
バス路線支援
事業

都市計
画課

69
(再) 公園整備事業

みどり
環境課

133
橋りょう整備
事業

道路課

134
情報セキュリ
ティ対策事業

電算課

135
交通安全施設
等整備事業

自治振
興課

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

　蓮田駅東口とパルシー・ハスト
ピア間のシャトルバスの運行が開
始されました。東埼玉病院止まり
となっているバス路線の延伸を含
め、市内のバス路線についての情
報交換等を行いました。

　東埼玉病院やバス会社と協議
を重ね、バス路線の延伸・拡充
を図ります。バス待ちスポット
やサイクルスタンドの設置箇所
の検討を行います。

・都市計画道路蓮田駅西口通線の
事業認可取得に向けた説明会の準
備を進めています。
・東埼玉病院内を通る新設道路の
整備工事を実施しています。
・生活道路の整備事業として、用
地買収、側溝敷設工事、舗装工事
を実施しました。
・自転車歩行者道（区画道路7
号）の一部擁壁設置工事につい
て、東日本旅客鉄道㈱に委託し工
事を進めています。

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）

・都市計画道路蓮田駅西口通線
の事業認可を取得し整備を進め
ていきます。
・東埼玉病院内の幹線道路の整
備を進めていきます。
・生活道路及び歩道及び自転車
歩行者道の整備を進めていきま
す。

幼児を見守りながら、子育て中の
親同士や多世代間の交流が図れる
施設を整備します。
また、簡易児童遊園地や老朽化し
た既存遊具を魅力ある遊具に刷新
し、来園児童の増加を図ります。

　老朽化していた西城沼公園の
ローラーすべり台を修繕し、根ヶ
谷戸公園の大型ローラーすべり台
を更新し、安全に利用できるよう
になりました。また、ベンチ等の
修繕や支障木の伐採なども進めて
います。

・年度内に根ヶ谷戸公園のター
ザンロープをはじめ、数か所の
遊具の更新を予定しています。
・公園外周の樹木を計画的に間
引き・剪定し、園内の視認性を
高めて安全性を向上させます。
・撤去済の遊具の代替遊具の設
置、老朽化した遊具や公園施設
の改修を進めます。

交通事故発生の恐れのある道路や
交差点等に区画線、道路反射鏡、
街路灯等の交通安全施設を整備
し、歩行者、自転車、運転者を交
通事故等から守ります。

・街路灯を40基新規に設置し、
4,883基をLEDへ灯具交換しまし
た。
・道路反射鏡を5基設置しまし
た。
・道路区画線の補修を6箇所実施
しました。

　街路灯・道路反射鏡・道路区
画線等の交通安全施設の設置要
望は、予算の範囲内でできるだ
け速やかに対応していきます。
　補修・維持管理を適正に実施
し、市民要望に応えていきま
す。

・蓮田市が管理する2ｍ以上の橋
りょう182橋の点検を平成30年度
末までに完了させます。
・橋りょう点検の結果から、補
修が必要となった橋りょうの補
修工事を進めます。
・東北自動車道に架かる4橋の修
繕及び耐震化を進めます。

・平成31年3月までにファイル
サーバ等機器の更新作業を完了
します。
・毎年度回以上、全職員を対象
に情報セキュリティ研修を行い
ます。
・2022年度からの次期基幹ネッ
トワークシステム及び次期二要
素認証システム更新に向け、準
備を行います。

基 本 目 標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

橋りょうの長寿命化を図るため、
定期的に点検を行い、橋りょうの
修繕工事を進めます。
また、震災に備え、橋りょうの耐
震化工事を実施します。

・国の補助金を活用し、東北自動
車道に架かる4橋（宿浦橋、椿山
橋、御林橋、桜ヶ丘橋）の橋りょ
う点検業務を実施しました。
・国の補助金を活用し、蓮田市が
管理する2ｍ以上の橋りょう182橋
のうち点検の終わっていない41橋
について点検業務を発注しまし
た。
・橋りょう点検の結果から、補修
が必要となった大針橋の補修設計
業務を発注しました。

市の情報資産を安心・安全に管理
するため、シンクライアント環境
等の仮想化技術を活用しつつ、国
等の情報化施策や最新のＩＣＴ技
術の動向等を的確にとらえ、情報
セキュリティ対策を進めます。

・平成30年6月にマイナンバー利
用事務担当課の職員を対象に、マ
イナンバー制度研修を行いまし
た。
・平成30年8月に全職員を対象に
情報セキュリティ研修を行いまし
た。
・平成30年10月にファイルサーバ
等機器の更新作業を開始しまし
た。
・次期総合行政システム移行に向
けた準備として、自治体共同クラ
ウドに関する情報収集を行いまし
た。

東埼玉病院内幹線道路の整備にあ
わせ、東埼玉病院止まりとなって
いるバス路線の延伸を図ります。
また、バス待ちスポットやサイク
ルスタンドのさらなる充実を図り
ます。

内容

まちづくりの骨格となる都市計画
道路蓮田駅西口通線及び東埼玉病
院内の幹線道路の整備を行うほ
か、生活道路の改良を行い、歩道
及び自転車歩行者道の整備を進
め、バリアフリー化を行います。
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事業名 担当課

136
防犯対策推進
事業

危機管
理課

みどり
環境課

学校教
育課

保育課

消防課

138
道路補修・排
水整備事業

道路課

139

公共下水道施
設維持管理事
業

下水道
課

■ＰＬＡＮ（総合戦略）
■ＤＯ

（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

　平成31年2月に「暴力排除・地
域安全推進連絡協議会合同視察
研修会」を開催します。
　今後も防犯推進委員や地域防
犯団体を中心に、地域における
防犯パトロール体制を強化して
いきます。

　岩槻警察署と連携し、防犯推進
委員を中心に、振り込め詐欺や盗
難防止を啓発するための街頭キャ
ンペーンを数度にわたり行いまし
た。
・自治会に対して岩槻警察署の指
導員を招いての出前講座を複数回
実施しました。
・11月に地域の防犯意識の高揚を
図るため「地域防犯推進委員研修
会」を実施しました。
・12月に「安心・安全歳末一斉
キャンペーン」を実施しました。

キャンペーン等の啓発活動や防犯
活動等の研修会等を実施するほ
か、地域防犯推進員の増員を図
り、防犯パトロール体制の強化を
図ります。

　管渠のカメラ調査と更生を継
続して進めます。
　新たに築造する下水道施設は
耐震化の基準を満たすものと
し、現在の施設について耐震化
を検討していきます。

　下水道施設の長寿命化と不明水
対策を含めた管渠のカメラ調査を
行い、管更生を行っています。

公共下水道利用者へ安心・安全・
安定したサービスを提供するた
め、下水道施設の長寿命化を図る
とともに、耐震化などの災害対策
に取り組みます。

　根金簡易児童公園、中道公園、
西城沼公園、黒浜公園、藤ノ木公
園、桜台防災広場、綾瀬南児童公
園、蓮田市役所で毎月測定を行い
ました。現時点で高い数値は観測
されていません。

　計数器による定時（午前10
時）・定位置（地上5cmと1mの地
点）での測定を継続して実施して
います。計測データは集計後、速
やかに市内小・中学校へ送信し情
報の共有を図りました。現時点で
は、除染が必要な0.23μSv/hを超
える高い数値の地点は観測されて
いません。

　福島第一原子力発電所事故によ
る放射性物質の蓮田市への影響の
調査等を実施するため、2週間に1
回、公立保育園と花星保育園の計
８か所の園庭で放射線量の測定を
行い、結果をホームページや広報
で公表しました。

　引き続き、毎月1回、蓮田幼稚
園、黒浜幼稚園、新宿幼稚園、大
山幼稚園および認定こども園しら
ゆりの市内5箇所の園庭で放射線
量の測定を実施いたしました。
測定結果は0.02～0.08μSv/hの範
囲となっております。

　今後も継続的に放射線量を測
定し、安心して外出できるよう
に、測定結果を広報やホーム
ページで公表していきます。

道路の安全性及び快適性の向上、
道路環境の保全のため、継続して
東口駅前広場の管理、市内道路の
舗装修繕、緊急補修、砂利道整正
工事、安全対策工事、道路排水整
備工事、街路樹維持管理、除草、
側溝清掃などを実施します。

　道路及び道路排水施設の安全性
向上、環境保全のため、各施設の
維持管理を実施しています。

　引き続き、道路及び道路排水
施設の安全性及び快適性の向
上、環境保全のため、各施設の
維持管理を実施します。

福島第一原子力発電所事故による
放射性物質の蓮田市への影響の調
査等を実施し、測定結果を公表し
ます。
また、要望に基づき身近な生活環
境等の放射線量の測定を実施し、
希望により、簡易測定器の貸出し
を行います。

　定時、定位置での放射線測定
を継続して実施し、測定結果に
ついても定期的に公表を行って
いきます。ホットスポット（数
値の高い場所）が残っていない
のか、再度、各学校において確
認作業を行う必要があります。

　当面の間は放射線量の測定を
継続し、園児や保護者の不安解
消に努めます。

　東日本大震災で東京電子力発
電福島第1原子力発電所が大きく
破壊され、大量の放射線物質が
拡散されたことにより、今なお
広範囲な地域で汚染等の風評が
取りざたされています。その実
情を踏まえ、市民の安心安全に
寄与するため、放射線の計測監
視を継続いたします。

137
放射線測定事
業

№
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事業名 担当課

庶務課

自治振
興課

みどり
環境課

健康増
進課

子ども
支援課

社会教
育課

141
放置自転車対
策の推進

自治振
興課

142

チャイルド
シートの正し
い使用の徹底

自治振
興課

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1
交通事故発生件数
の減

自治振
興課

H26年 262件/年 H31年 200件/年 H29年 195件/年 A
埼玉県市(区)町村別交
通事故発生状況による

2

幹線道路及び生活
道路の整備・改良
路線数

道路課 H27年度 0路線 H31年度
18路線

(累積数)
H30年度

5路線
(累積数)

D 道路課による

3

歩道及び自転車歩
行者道の整備路線
数

道路課 H27年度 0路線 H31年度
2路線

(累積数)
H30年度

2路線
(累積数)

A 道路課による

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

  引き続き、子育て支援施設に
ついては利用者の利便性に配慮
し、整備を行っていきます。

　継続して、子育てにやさしい
環境の提供に取り組んでいくと
ともに、各事業の充実を図りま
す。

　本庁舎1階の北側(福祉課・健康
増進課・子ども支援課・保育課等
お子様の来庁が多い課の傍)に授
乳室を設置し、内部には、ベン
チ、オムツ交換台、扇風機を配備
しています。

　公園の樹木を整理し、視認性を
確保することにより安全性を向上
させました。また、全ての砂場の
清掃除菌作業を実施しました。
市役所中庭に遊具を設置し、来庁
された方に利用していただけるよ
うにしました。

　公共施設の利用者アンケート等
を踏まえ、施設会議において検討
を行いました。

達成度 算出方法等内容 担当課
基準値 目標値 現状値

チャイルドシートの正しい着用に
ついて普及啓発を図ります。

140

　西口再開発ビル内の子育て支援
エリアについて、親子が一緒に使
えるトイレの設置、おむつ交換台
の設置、授乳室の設置など子育て
中の親子が利用しやすい施設にな
るよう検討を行いました。

・蓮田市文化財展示館及び図書館
は以前より「赤ちゃんの駅」とし
て登録を受けており、引き続きお
むつ替えや授乳がしやすいように
配慮しました。
・図書館では、「はすぴぃのふれ
あい子育てはじめての絵本（ブッ
クスタート）」や子どもの読書支
援のフォローアップを実施し、乳
幼児向け絵本や子育て関係の蔵書
の充実を図りました。

　公園内への設備の整った多目
的トイレの設置や交流のための
屋外テーブルの設置、遊具の充
実など、公園施設の整備を進め
ていきます。

　今後もベビーベッド、ベビー
チェアなどの維持管理を行い、
利用しやすい環境づくりに努め
ます。

　現在、オムツ交換台は本庁舎1
階南側女性トイレに1箇所設置し
ています。今後は1階南側男子ト
イレに1箇所、北側女子トイレに
1箇所設置を検討していきます。

　利用状況等を見極めながら検
討していきます。

自転車駐車場の整備及び管理運営
を行うとともに駅周辺などの放置
自転車の撤去を行うことにより、
歩行者の安全を図ります。

子育てにやさ
しい公共施設
などの整備

子育て中の親子が利用しやすいよ
う、授乳コーナー、ベビーベッ
ド、乳児イス、子ども用トイレな
どを設置し、子育てにやさしい公
共施設などを整備します。また、
多世代交流の場としての環境整備
を図ります。

　子育て中の親子が保健センター
を利用しやすいよう、健診時など
に授乳コーナーを設置するなど配
慮をしました。

　引き続き普及啓発活動を実施
します。

　駅周辺の放置自転車につい
て、業務委託により指導・撤去
を行います。
　指定管理者制度の運用につい
ては、基本協定書や年度協定書
に基づいて管理運営がされてい
るかを確認しながら利用者の増
加に向けた方策を調査・研究し
ます。

　チャイルドシート・シートベル
ト着用促進月間についての記事を
広報8月号に掲載し、チャイルド
シート及び後部座席を含む全席
シートベルトの着用を呼びかけま
した。また、防災無線で呼びかけ
たほか、はすだ市民まつりで啓発
品を配布しました。

　より良い市民サービスの向上
と、経費の削減を図るために、蓮
田市自転車駐車場を指定管理者制
度により、民間の経営能力とノウ
ハウを幅広く活用しました。
　駅周辺に放置自転車等整理区域
を指定し、業務委託による指導・
撤去を行いました。
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基準年 値 目標年 値 評価年 値

4 点検橋りょう数 道路課 H27年度 0橋 H31年度
182橋

(累積数)
H30年度

163橋
(累積数)

B 道路課による

5

防犯街頭キャン
ペーン参加者数の
増

危機管
理課

H26年度
930人/年

度
H31年度

1,200人/
年度

H29年度
904人/
年度

E
防犯街頭キャンペーン
参加者数による

現状値
達成度 算出方法等内容 担当課

基準値 目標値
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４　時代に合った地域をつくり、健康で安心・安全なくらしを守る

⑥　地域連携によるまちづくり

事業名 担当課

政策調
整課

関係各
課

1
(再) 創業支援事業 商工課

政策調
整課

広報広
聴課

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

基 本 目 標

施 策

№
■ＰＬＡＮ（総合戦略）

■ＤＯ
（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

143
大学等連携事
業

大学等において、地域とのつなが
りを深め、地域産業を担う人材育
成など地域の課題の解決に貢献す
る取組を促進するため、大学等と
連携して行う事業を検討します。

・現在、人間総合科学大学及び日
本薬科大学と28の連携事業を行っ
ています。
・人間総合科学大学との連携事業
につきましては、子ども講座や市
民大学、寿大学など、様々な講座
等において講師を引き受けていた
だきました。また、市では、保健
師や臨床心理士を志望する学生の
実習受け入れを行いました。
・日本薬科大学との包括協定締結
1周年を記念し、8月4日（土）に
木村正幸客員教授に「賢い薬局の
利用方法」の講演をしていただき
ました。
・平成30年7月3日（火）に株式会
社西武ライオンズと連携協力に関
する協定を締結しました。

　引き続き、各課と大学等との
事業調整を行い、連携事業の拡
大を図っていきます。

・はすだFutureプロジェクトが制
作した短編映画のロケ地として日
本薬科大のキャンパスを利用でき
るよう協力をいただきました。
・「蓮田ブランド推進協議会」に
人間総合科学大学及び日本薬科大
学から委員として参加していただ
いています。
・市民まつり等の各種イベントに
学生ボランティアが参加していた
だきました。
・第39回九都県市合同防災訓練に
大学関係者や学生に参加していた
だきました。

　今後も大学等と人的交流、資
源の相互利用を図り、地域活性
化を図ります。

関係機関と連携し創業当初の支援
を行うほか、働く意欲のある女性
や若者等に対し、創業支援セミ
ナーを開催します。
また、ハローワーク等を利用しや
すいようにホームページ等での周
知方法を改善します。

・平成28年に国の認定を受けた創
業支援計画について変更認定申請
を行い創業支援体制の充実を図り
ました。
・創業支援計画において認定連携
創業支援事業者に指定している商
工会により近隣市町と共同で6月
から7月にかけて創業塾を開催し
ました。

・平成31年3月8日（金）に開催
を予定している「女性のための
プチ起業はじめ方セミナー」に
向けての準備を行います。
・商工会が近隣市町と共同で開
催している創業塾を引き続き開
催します。
・女性や若者を対象とした創業
支援セミナーを開催します。

18
(再)

近隣市町連携
事業

　引き続き近隣市町と連携し、
市外でのPRの機会を増やしてい
きます。

・田園都市づくり協議会の広報紙
相互掲載専門部会に参加する久喜
市、幸手市、宮代町、白岡市、杉
戸町と連携して各自治体のイベン
ト情報を提供しあい、広報紙に掲
載しました。（1月号、4月号、7
月号、10月号）
・3市（蓮田、久喜、白岡）連携
PRイベントにて蓮田NAViを配布し
ました。

　今後もイベント情報の相互提
供及び広報紙への掲載や連携PR
イベントでの蓮田NAViの配布を
行い、さまざまなイベントを通
して市の魅力をPRし、発信して
いきます。

利根地域振興センターや利根管内
市町等と連携し、シティプロモー
ション事業等を行います。

・平成30年6月30日（土）のNACK5
スタジアム大宮でのサッカーの試
合での3市（蓮田、久喜、白岡）
連携PRイベントにて、蓮田NAViや
クーポン券付きチラシ等を来場者
に配布しました。
・平成30年12月22日（土）のJR大
宮駅コンコースでの3市連携PRイ
ベントにて、蓮田NAViの配布や、
蓮田市定住促進サイトへのアクセ
スを促す取組を行いました。
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事業名 担当課
№

■ＰＬＡＮ（総合戦略）
■ＤＯ

（H29年12月～H30年12月に実施したこと）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために

今後実施すること）内容

自治振
興課

商工課

128
(再)

遠隔地自治体
（長野県松川
町）との災害
支援体制の充
実

危機管
理課

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1 大学等連携事業数
政策調
整課

H27年度 0事業 H31年度
1事業

(累積数)
H30年

12月1日
28事業

(累積数)
A 政策調整課による

2

創業支援事業によ
る本市内での起業
数（再掲）

商工課 H27年度末 0件 H31年度末
10件

(累積数)
H29年度

28件
(累積数)

A
商工会からの情報提供
による

3

女性の就業率（30
～39歳）の向上
（再掲）

商工課
庶務課

H22年
10月1日

60.4%
H32年

10月1日
60.4％
以上

H27年
10月1日

65.2％ A 国勢調査による

4

訪問診療による在
宅療養患者数の増
（再掲）

在宅医
療介護
課

H25年 117人 H31年 200人 H29年度 198人 B
在宅医療・介護資源実
態調査による

達成度 算出方法等

・引き続き、市内の見どころを
巡るウォーキングイベントの支
援を行っていきます。
・映画のロケ地を巡るサイクリ
ングイベントの検討を行いま
す。

　今後も医師会をはじめとする
医療・介護関係機関・団体や近
隣市町とより一層の連携を図り
ながら進めていきます。
　特に、医療・介護関係者の情
報共有の支援や医療機関と訪問
看護ステーションとの連携推進
等を進めていきます。
　また、市民が在宅医療・介護
を選択できるための環境整備と
意識啓発を進めていきます。

医療と介護の両方を必要とする状
態の高齢者が、住み慣れた地域で
自分らしいくらしを人生の最期ま
で続けることができるよう、在宅
医療と介護を一体的に提供するた
めに、環境整備及び必要な支援を
関係機関と連携しながら行いま
す。

　コースを蓮田・黒浜・平野方
面と毎年変更し、参加者に飽き
させないよう工夫しています。

・商工課が事務局となっている
「はすだ観光協会」が平成30年3
月25日（日）と10月14日（日）に
ウォーキングイベントを実施しま
した。歩くだけでなく、ガイドに
よる市の名所の説明も行い蓮田の
魅力をPRしました。
・10月26日（金）～28日（日）の
3日間、JR東日本と駅からハイキ
ングを行いました。県内にとどま
らず、県外からの参加者もありま
したが、27日は天候の影響で参加
者が思ったほど伸びませんでし
た。

　今後も、災害時における支援
体制の充実に取り組んでいきま
す。

ふるさと
ウォーク・サ
イクリング
ルートによる
蓮田再発見PR

23
(再)

観光資源をつなぐふるさとウォー
ク・サイクリングルートを活用
し、多くの人に訪れてもらうこと
で、蓮田市の魅力をPRします。ま
た近隣市町と連携したサイクリン
グルートの設定やサイクリング大
会の共催、レンタサイクル事業な
どを検討します。

　平成30年5月13日（日）に、蓮
田コミュニティづくり推進協議会
と蓮田ロータリークラブの共催
で、第10回ふるさと水辺ウォーク
を開催しました。今年はパルシー
多目的広場をスタート・ゴール地
点にし、蓮田地区を散策しまし
た。

内容 担当課
基準値 目標値 現状値

災害時における応援対策及び復旧
活動に万全を期すため、復旧･復
興に関連するあらゆる担当(避難
所運営･給水･防疫･文教等)が円滑
に連携できるように、平常時から
交流を図り、相互協力体制を構築
します。

　昨年に引き続き、松川町の防災
訓練に参加しました。また、平常
時から担当者間の連絡を心がける
ことで、相互協力体制の強化を図
りました。

在宅医
療介護
課

在宅医療・介
護の連携体制
の充実

106
(再)

　平成29年12月に、久喜市、白岡
市、宮代町と協定を締結し、平成
30年4月に南埼玉郡市医師会内及
び（独）国立病院機構東埼玉病院
内に在宅医療サポートセンターを
設置しました。在宅医療サポート
センターでは、在宅医療・介護に
関する相談に対応するほか、切れ
目のない在宅医療と介護の体制整
備構築に関する検討等を進めてい
ます。
　また、白岡市、宮代町と共同
で、(独)国立病院機構東埼玉病院
等の協力のもと、医療・介護関係
者連携会議、研修会をそれぞれ3
回実施するとともに、平成30年1
月に作業部会を2部会新たに設置
して連携に必要な検討を進めてい
ます。
　さらに、在宅医療・介護を選択
できるよう市民啓発事業として、
出前講座を23回、出前相談を10回
実施しました。また、11月には在
宅医療推進フォーラムを実施し、
450名が参加しました。
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平成２８年度～３０年度

地方創生推進交付金

横展開タイプ

１，０００千円（補助率1/2）

はすだＦｕｔｕｒｅプロジェクト

事業名 担当課

1

はすだＦｕｔ
ｕｒｅプロ
ジェクト支援
事業

商工課

■ＣＨＥＣＫ（ＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況）

基準年 値 目標年 値 評価年 値

1 転入人口規模の増
政策調整
課

H26年度
2,338人/

年度
H31年度

2,400人/
年度

H30年
4月1日

2,360人/
年度

D 政策調整課による

2
映画関係企業の誘
致、創業

商工課 H28年9月 0社 H31年3月 1社
H30年

12月1日
1社 A 商工課による

3

創設する組織
（（仮称）未来
100人会議）に関
わる協賛会員数

商工課 H28年9月 0人 H31年3月 100人
H30年

12月1日
50人 C 商工課による

事 業 概 要 　映画製作を通して、地域の核となる人材を募集・育成し、同時にま
ちづくりを行う。平成31年度に長編映画を製作することを目標に、事
業収入が乏しい初年度から3年目までを毎年200万円ずつ国と市で1/2ず
つ負担する。

№

（まち・ひと・しごと創生総合戦略評価シート）

交 付 年 度

交 付 金 名

タ イ プ

交 付 額

事 業 名

■ＰＬＡＮ（計画） ■ＤＯ
（H29年12月～H30年11月に実施したこと及び

H30年12月に予定していること）

■ＡＣＴＩＯＮ
（数値目標やＫＰＩを達成するために今

後実施すること）内容

映画製作を通して、ひとづくり、
まちづくりを行う「はすだＦｕｔ
ｕｒｅプロジェクト」を支援す
る。

　実行主体の「はすだFutureプロ
ジェクト」は、平成29年11月～平
成30年1月の3か月にわたる「はす
だ映画祭2017」を実施しました。
また、平成30年8月から本格的な
短編映画製作を開始し、10月には
市内を中心に映画撮影を行いまし
た。12月16日（日）には「蓮田の
田んぼで踊りましょう」及び短編
映画の予告編の上映会を実施しま
した。

　平成31年1月19日（土）には
初心者向け演技ワークショッ
プ、2月24日（日）には短編映
画お披露目上映会およびスペ
シャルトークショーを実施し
ます。それに合わせ、ともに
活動してくれるメンバーを募
集するためのイベントも行っ
ていきます。

達成度 算出方法等
現状値

内容 担当課
基準値（事業終了時） 目標値
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